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はじめに 

研究会座長 三浦 研 

（京都大学大学院 工学研究科 教授） 

 

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅などの「高齢者向け住まい」は、近年、

定員数ベースで約 67 万人＊1にまで増加しており、介護保険施設約 93 万人＊2との差を縮め

ています。さらに、事業所（ホーム）数ベースでは、高齢者向け住まいが約１万９千＊3と

介護保険施設約１万４千＊4を上回っています。こうした量的な増加とともに、質的・機能的

な面で多様化が進んでいるのが「高齢者向け住まい」です。 

今後の後期高齢者数の増加とともに、「高齢者向け住まい」に対する社会的な関心も一層

高まることが予想されます。そのため、ひとたび事故や災害が発生すると、その再発防止の

ため、規制という方向に議論が進みがちです。もちろん、安全・安心を確保するための規制

も重要ですが、事故を恐れるあまり、何もしない方がよい、という風潮になってしまえば、

そこでの生活を萎縮させ、「高齢者向け住まい」全体が活力を失うことにもつながり兼ねま

せん。むしろ、積極的に新しいことに挑戦し、入居する高齢者、職員、地域の力を引き出す

取り組みが求められていると言えます。一見すると回り道に思える、こうした取り組みが、

安全・安心の確保にも最終的には効果があるはずです。 

本調査研究では、過去複数年にわたって継続的に把握してきた結果を踏まえ、「高齢者

向け住まい」の入居者像・事業者像を捉えることとともに、こうした新しい取り組みへの挑戦

の実態を定量的に調査しています。また、それに加えて、先進的な取り組みに挑戦されている

事業者の発表を踏まえ、取り組み導入の背景や内容、また、入居者・ご家族・職員・地域へ

及ぼす効果などを、先進事例として紹介しています。５事業者の取り組みは、それぞれ異なる

特徴を持っていますが、今後「高齢者向け住まい」がめざすべき方向性にヒントを与えて

くれる内容となっています。 

本報告書が、保険者等「高齢者向け住まい」に関する政策を担当する方々だけでなく、

「高齢者向け住まい」を運営する事業者やそこで働く職員の方々も含め、これからの「高齢者

向け住まい」のあり方を考えるきっかけとなることを期待します。 

 

 

 

＊１ 有料老人ホーム約 46万人、サービス付き高齢者向け住宅 21万人 

＊２ 特別養護老人ホーム約 58万人、介護老人保健施設約 35万人 

＊３ 有料老人ホーム約１万２千人、サービス付き高齢者向け住宅約７千人 

＊４ 特別養護老人ホーム約１万、介護老人保健施設約４千 
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０．調査研究の概要 

１．調査研究の背景と目的 

介護保険制度創設時に「特定施設入居者生活介護」が位置づけられて以来、同サービスの中核を担って

きた有料老人ホームは、16 年間かけて着実に増加し、同時に機能の多様化が進んでいる。 また、改正

高齢者住まい法によって「サービス付き高齢者向け住宅」が位置づけられたことにより、多様な事業者の参入

が進み、これらの高齢者向け住まい・居住系サービス（以降、「高齢者向け住まい」と称する）は供給も増加

傾向にある。 

単身高齢者や高齢夫婦のみ世帯の増加が見込まれる中、長期入院から介護施設へ、さらには在宅介護

へと転換が図られ、地域包括ケアシステムの構築が目指されている。そこでは、住まいとしての環境をベース

に、介護、リハビリ、健康管理等の一部医療、日常生活支援等の多様なサービスが組み合わされ、機能を

発揮するこれらの「高齢者向け住まい」への期待が大きく高まっている。実態として、重度化対応、認知症

対応、医療対応、看取りへの対応等が進み、介護保険施設と類似（もしくは代替）する役割を果たす「高齢者

向け住まい」も増えている。その一方で、施設とは異なる普通の「住まい」である特性を生かして、入居者が

自分の意思で選択しながら自由に暮らせる環境を提供する「高齢者向け住まい」も増えつつあり、地域と

連携しながら、日常生活自立度の低下と認知症予防のためのプログラムやアクティブティ、クラブ活動や

イベントといった各種の機会が提供されている。 

反面、「高齢者向け住まい」の多様化は、利用者に対して複雑でわかりにくくなっているばかりか、政策

を検討する上でも、どのような機能・役割を果たす資源がどのくらい存在するかの把握を難しくしている側面も

ある。 

このような問題意識から、（株）野村総合研究所は、「高齢者向け住まい」の運営実態（定員数、職員体制、

サービスの提供状況等）や入居者像（要介護度、認知症の程度等）、介護・医療サービスの利用状況と

いった基礎的情報を定点観測的に調査し、「高齢者向け住まい」が果たしている機能・役割の変化を分析

することを目的とし、平成 26 年度以降、3 ヵ年にわたって、「高齢者向け住まい」を対象として実態把握・分析

を行う調査研究を実施してきた。その成果の中でも、重度化対応、認知症対応、医療対応、看取りへの対

応等が進み、介護保険施設と類似（あるいは代替）する役割を果たす高齢者向け住まいが増えている一方

で、低所得者や退院後自宅に戻れない高齢者の入居先となっている実態等が把握されており、機能面

でも一層の多様化が進んでいることを明らかにしてきた。 

平成 29 年度調査では、こうした変化の動向を継続的に把握することに加え、新たに、主として自立～

軽度者向けに行われる自立支援型のケア、リハビリテーションや重度化予防・健康維持・増進のための取り

組み、地域包括ケア拠点としての地域貢献・地域開放等に関する取り組みなど、「介護」に留まらない幅広い

視点から入居者の生活の質を高めることをめざした先進的な取り組みに着眼し、その実態と成果の把握を

試みることとした。 
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２．調査研究の方法 

１）研究会の設置・開催 

当該分野に精通した有識者からなる研究会を設置し、その議論を踏まえて調査研究を進めた。なお、

研究会は、以下の通り３回開催し、研究会とは別に、介護予防・認知症予防・自立支援や、地域展開等に

関し先進的な取り組みを行っている事業者５社による報告を受けるヒアリング会１回を開催した。 

 

高齢者向け住まいの運営実態に関する研究会 

委員名簿 

（50音順） 

 秋山 由美子 一般財団法人社会福祉研究所 研究員 （世田谷区前副区長） 

 金澤 有知 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 理事 

  株式会社ハーフ・センチュリー・モア 代表取締役副会長 

 北村 俊幸 一般社団法人全国介護付きホーム協会 常任理事 

  株式会社ニチイケアパレス 常務取締役 

 下河原忠道 一般財団法人 サービス付き高齢者向け住宅協会 理事 

  株式会社シルバーウッド 代表取締役 

 祐成 保志 東京大学大学院人文社会系研究科 准教授 

 高宮 裕介 広島市 健康福祉局 次長 

 深谷 康壽 株式会社積水ハウス 医療・介護推進事業部 事業部長 

  （一般社団法人高齢者住宅推進機構 ご推薦） 

座長 三浦 研 京都大学大学院 工学研究科 教授 

＜研究協力（オブザーバー）＞ 

 上野 翔平 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

  課長補佐(高齢者居住福祉担当) 

 西  優花 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

  高齢者居住支援係 

＜その他協力メンバー＞ 

 灰藤 誠 公益社団法人 全国有料老人ホーム協会 事務局長 

 長田 洋 一般社団法人 全国介護付きホーム協会 事務局次長 

 本吉 則夫 一般財団法人 サービス付き高齢者向け住宅協会 事務局長 

 永野 浩子 一般社団法人 高齢者住宅推進機構 企画部長 

 小林 雄司 一般社団法人 高齢者住宅推進機構 事務局次長 

  



－ 3 － 

＜開催日程および議題＞ 

回数 日 程 議  題 

第１回 2017年７月 12日（水） 

10：00～12：00 

○調査研究の目的・内容（認識の共有） 

○調査の視点・項目に関するディスカッション 

ヒアリング会 2017年８月３日（木） 

14：00～17：00 

○先進事業者における取り組みのご紹介 

（次ページ参照） 

第２回 201７年 8月 22日（火） 

10：00～12：00 

○調査票（案）に関するディスカッション 

第３回 2018年 1月９日（火） 

17：00～19：00 

○単純集計結果のご報告 

○クロス集計・分析に関するディスカッション 

（郵送確認） 2018年 3月 1日～12日 ○報告書とりまとめ内容の確認 

 

 

【 ヒアリング会 プログラム 】 

１．開会 

２．ご挨拶 

 厚生労働省 高齢者支援課 課長補佐 上野様 

 「高齢者向け住まいの運営実態に関する研究会」座長 三浦先生（代読） 

３．先進事業者における取り組みのご紹介 （１社 20 分，5 社） 

（１）『アタマカラダジム』や『Lead to Happiness』等による （14:10～14:30） 

認知症予防の取り組み 

株式会社キャピタルメディカ 執行役員 中村健太郎 様 

株式会社クラーチ     マネージャー 堀場貴之 様 

（２）入居すると元気になるホーム“まどか”の取り組み （14:35～14:55） 

株式会社ベネッセスタイルケア 執行役員 伊藤耕二 様 

           まどか川口芝 ホーム長 篠原竜樹 様 

～ 休憩（20分）～ 

（３）サンケイビルウェルケアにおける自立支援介護の取り組み （15:15～15:35） 

株式会社サンケイビルウェルケア 代表取締役社長 金井岳弘 様  

              運営支援部人財育成課課長 根岸広英 様 

（４）有料老人ホーム・アクラスシリーズにおける地域展開の取り組み （15:40～16:00） 

株式会社誠心 取締役専務／アクラスタウン施設長 吉松正剛 様 

（５）“銀木犀”における入居者主体の暮らし方 と （16:05～16:25） 

地域のたまり場化に向けた取り組み 

株式会社シルバーウッド 代表取締役社長 下河原忠道 様 

４．調査項目等に関するディスカッション （30 分） 

５．その他（連絡事項等） 

 今後の進め方 
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２）アンケート調査の概要 

（１）調査設計 

本調査研究の主目的は、「高齢者向け住まい」の運営実態（定員数、職員体制、サービスの提供状況

等）や入居者像（要介護度、認知症の程度等）、介護・医療サービスの利用状況といった基礎的情報を

定点観測的に調査し、その変化を把握・分析することにあるが、その中でも、各年度において、特に着眼

するテーマを設定して分析を行っている。 

平成 29 年度調査研究では、主に自立～軽度者向けに、「介護」に留まらない幅広い視点から入居者

の生活の質を高めることをめざした先進的な取り組みの実態を把握することをテーマとして設定した。 

そのため、アンケート調査では、定点観測的に事業者像・利用者像の変化を捉える設問（全体の約２／３）

に加え、このテーマに即した設問として、以下のような項目を設定した。 

◆幅広い観点からの新たな取り組みの実施状況 

○介護予防・重度化予防、自立支援介護等、状態像の改善をめざした取り組み（予防トレーニング系） 

施設における暮らしの中で、各種の生活行為の実践を通じた機能訓練や生活リハビリなど、状態

像の改善をめざした取り組みとして、以下のような項目を設定した。 

・筋力の維持・向上のためのトレーニング等 

・歩行訓練 

・認知症予防のためのプログラム 

○施設や地域社会における役割・居場所づくり（主体的機会づくり系） 

施設や地域社会における暮らしの中で、単に、スタッフによりお膳立てされた機会に受動的に参

加することに留まらず、入居者自身が考え、主体的に役割を持って活動する機会を提供する取り組

みとして、以下のような項目を設定した。 

・施設内でのイベントの開催 

・入居者の企画・運営によるイベントの開催 

・施設内でのサークル活動等 

・入居者の企画・運営によるサークル活動等 

・家事等を主体的に行う機会の提供 

○心身状態の維持に必要な水分・栄養等の摂取状況の管理（基礎的管理系） 

生活のベースとなる水分や栄養・食事の摂取状況の把握・管理や、口腔ケア等、基礎的な状況把

握・管理に関する取り組みとして、以下のような項目を設定した。 

・水分摂取の管理 

・栄養・食事の管理 

・口腔ケア 

○ケアを（ケアからの自立系） 

ケアに依存した状態から脱却し、できるだけ普通の生活ができるようにするための取り組みとして、

以下のような項目を設定した。 

・減薬のための取り組み 

・排泄の自立をめざした取り組み 

・食事を経口摂取に戻すための取り組み 

◆入居者の買い物等の状況 

施設で買い物ができる機会、または、買い物を目的として外出する機会を提供する取り組みについて、

実施状況と実施頻度に関する設問を設けた。 
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◆地域との関わり 

施設（あるいは入居者）と地域との関わりについて、以下の 3つの視点の設問を設定した。 

・地域ケア会議や多職種連携会議等への参加状況（施設と地域の関わり） 

・町内会・自治体等への加入状況（施設・入居者と地域の関わり） 

・自治体と連携した防災のための取り組み（施設と自治体との関わり） 

◆施設の建物・設備等の地域への開放状況 

施設が備えている共有設備等を、地域住民が利用できるように開放しているかどうかに関する設問を

設定した。 

◆施設の機能を生かした入居者以外への地域住民等へのサービス提供の状況 

介護保険のサービスや高齢者向けのサービスに限らず、施設の持つ機能を活用して提供可能なサー

ビスについて、現在の実施状況と今後の予定を把握する設問を設けた。 

図表 主な調査項目 

Ⅰ．運営法人の概要 

Ⅱ．施設の概要 

Ⅲ．現在の入居者の状況 

Ⅳ．入退去の状況 

Ⅴ．施設における職員体制等 

Ⅵ．入居者のサービス利用の状況 

Ⅶ．入居者の生活の質の向上をめざした取り組み ＊平成 29 年度調査テーマ 

《参考》 これまでの調査研究で採り上げたテーマ 

年 度 着 眼 点 

平成 26年度 １）クロス集計等による傾向分析 

①居宅介護支援事業所の併設・隣接と利用実態 

②訪問診療および往診の利用実態 

２）クラスター分析による高齢者向け住まいの類型化の試行 

平成 27年度 クロス集計等により、以下の６つの観点から、該当する施設の特徴を分析 

① 入居率の低い施設 

② 重度の入居者が多い施設 

③ 看取りを実践している施設 

④ 自立度の高い入居者が多い施設 

⑤ 価格帯別にみた施設の特徴 

⑥ 定員規模別に見た施設の特徴 

平成 28年度 外付け型サービスにおける介護・医療サービスの利用実態（頻度、金額等） 
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（２）調査対象 

開設期の状況が混入することを避け、１年以上運営実績のある施設を対象とするため、以下に該当

する有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅から、75％の施設を無作為に抽出し、調査対象とし、

アンケート調査票を送付した。 

調査票を送付した施設でも、実際に運営開始が以下に該当しない場合は、無効扱いとした。 

≪調査対象≫ 

平成 28(2016)年 6月 30日時点で有料老人ホームとして届出を行っている施設 ：11,815施設 

平成 28(2016)年 7月 1日時点でサービス付き高齢者向け住宅として登録を行っている住宅 ： 5,576施設 

   合   計  17,391施設 

≪発送数≫ 

有料老人ホーム ： 8,861施設 

サービス付き高齢者向け住宅 ：  4,182施設 

   合   計  13,043施設 

（３）調査方法 

郵送により調査票を送付・回収。 

ただし、一部の大手事業者からは本社管理部門よりデータで回答を入手（計 1,099施設分） 

（４）調査期間 

平成 29年９月１日～10月 31日（平成 29年 10月 31日着分まで有効） 

（５）回収状況 

≪有効回答≫ 

有料老人ホーム 3,990施設（有効回答率：45.0％） 

サービス付き高齢者向け住宅 1,896施設（有効回答率：45.3％）  

合   計 5,887施設（有効回答率：45.1％） 

注）上記の有効回答率は各施設の抽出施設数に対する比率。合計には、上記区分が不明なものを含む。 

  



－ 7 － 

【都道府県別 有効回答状況】 

 
  

全体 介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム
サービス付き高齢者向け住宅

（特定施設）
サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）

送付数
有効
回答数

有効
回答率

送付数
有効
回答数

有効
回答率

送付数
有効
回答数

有効
回答率

送付数
有効
回答数

有効
回答率

送付数
有効
回答数

有効
回答率

北海道 684 288 42.1 144 69 47.9 362 149 41.2 5 2 40.0 173 68 39.3

青森 304 156 51.3 5 4 80.0 224 121 54.0 3 2 66.7 72 29 40.3

岩手 179 100 55.9 10 6 60.0 120 67 55.8 2 2 100.0 47 25 53.2

宮城 199 90 45.2 27 17 63.0 87 35 40.2 6 2 33.3 79 36 45.6

秋田 113 58 51.3 20 11 55.0 45 27 60.0 11 7 63.6 37 13 35.1

山形 145 61 42.1 20 9 45.0 100 46 46.0 0 0 0.0 25 6 24.0

福島 165 71 43.0 24 14 58.3 71 26 36.6 4 1 25.0 66 30 45.5

茨城 219 78 35.6 44 16 36.4 59 21 35.6 5 3 60.0 111 38 34.2

栃木 147 47 32.0 23 11 47.8 46 14 30.4 8 3 37.5 70 19 27.1

群馬 358 135 37.7 35 15 42.9 216 80 37.0 1 0 0.0 106 40 37.7

埼玉 564 249 44.1 223 101 45.3 112 48 42.9 33 14 42.4 196 86 43.9

千葉 495 232 46.9 142 73 51.4 181 76 42.0 12 5 41.7 160 78 48.8

東京 766 447 58.4 467 292 62.5 98 34 34.7 22 8 36.4 179 113 63.1

神奈川 791 422 53.4 368 225 61.1 235 97 41.3 20 4 20.0 168 96 57.1

新潟 153 78 51.0 29 17 58.6 60 30 50.0 4 2 50.0 60 29 48.3

富山 99 59 59.6 1 0 0.0 49 30 61.2 2 2 100.0 47 27 57.4

石川 113 50 44.2 12 6 50.0 66 24 36.4 1 1 100.0 34 19 55.9

福井 52 21 40.4 8 5 62.5 9 3 33.3 5 1 20.0 30 12 40.0

山梨 67 26 38.8 9 7 77.8 11 4 36.4 0 0 0.0 47 15 31.9

長野 225 99 44.0 43 27 62.8 114 50 43.9 7 4 57.1 61 18 29.5

岐阜 190 94 49.5 22 14 63.6 98 43 43.9 3 3 100.0 67 34 50.7

静岡 263 88 33.5 81 40 49.4 96 25 26.0 9 1 11.1 77 22 28.6

愛知 701 314 44.8 157 72 45.9 390 156 40.0 12 10 83.3 142 76 53.5

三重 236 82 34.7 26 6 23.1 105 33 31.4 5 4 80.0 100 39 39.0

滋賀 79 32 40.5 5 2 40.0 15 10 66.7 1 1 100.0 58 19 32.8

京都 122 68 55.7 29 16 55.2 20 9 45.0 5 4 80.0 68 39 57.4

大阪 987 440 44.6 180 99 55.0 433 177 40.9 24 11 45.8 350 153 43.7

兵庫 341 183 53.7 101 58 57.4 52 22 42.3 14 5 35.7 174 98 56.3

奈良 105 46 43.8 21 16 76.2 48 16 33.3 5 1 20.0 31 13 41.9

和歌山 160 55 34.4 12 4 33.3 86 31 36.0 4 3 75.0 58 17 29.3

鳥取 73 23 31.5 5 0 0.0 37 14 37.8 2 0 0.0 29 9 31.0

島根 90 35 38.9 11 4 36.4 43 15 34.9 4 0 0.0 32 16 50.0

岡山 225 90 40.0 70 37 52.9 84 24 28.6 2 1 50.0 69 28 40.6

広島 258 113 43.8 52 23 44.2 56 19 33.9 13 7 53.8 137 64 46.7

山口 262 109 41.6 14 10 71.4 157 61 38.9 1 0 0.0 90 38 42.2

徳島 91 33 36.3 4 1 25.0 40 11 27.5 0 0 0.0 47 21 44.7

香川 122 45 36.9 22 7 31.8 54 18 33.3 5 2 40.0 41 18 43.9

愛媛 203 100 49.3 41 20 48.8 67 35 52.2 4 3 75.0 91 42 46.2

高知 68 27 39.7 13 7 53.8 40 16 40.0 1 0 0.0 14 4 28.6

福岡 729 318 43.6 171 71 41.5 419 183 43.7 3 1 33.3 136 63 46.3

佐賀 144 49 34.0 22 12 54.5 110 32 29.1 0 0 0.0 12 5 41.7

長崎 184 80 43.5 18 4 22.2 92 37 40.2 6 3 50.0 68 36 52.9

熊本 360 197 54.7 26 13 50.0 254 140 55.1 9 5 55.6 71 39 54.9

大分 287 116 40.4 27 11 40.7 216 86 39.8 2 0 0.0 42 19 45.2

宮崎 338 157 46.4 16 9 56.3 299 132 44.1 0 0 0.0 23 16 69.6

鹿児島 263 121 46.0 31 16 51.6 179 80 44.7 2 1 50.0 51 24 47.1

沖縄 324 104 32.1 11 4 36.4 264 82 31.1 2 1 50.0 47 17 36.2

無回答 － 1 － － 0 － － 0 － － 0 － － 0 －

全　　体 13,043 5,887 45.1 2,842 1,501 52.8 6,019 2,489 41.4 289 130 45.0 3,893 1,766 45.4
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《参考》 施設属性別 有効回答状況 

【法人種別 有効回答状況】 

 

【施設類型 有効回答状況】 

 

【定員規模別 有効回答状況】 

 

46.2

39.5

48.9

47.4

50.0

40.2

41.4

0.2

0.3

0.2

0.3

0.2

53.6

60.2

51.1

52.4

50.0

59.5

58.4

0 20 40 60 80 100

株式会社 N=8,061

有限会社 N=2,100

社会福祉法人 N=851

医療法人 N=1,186

財団法人・社団法人 N=74

NPO法人 N=358

その他 N=413

有効回答数 無効 非回収

％

40.1

52.7

37.8

46.3

34.0

2.5

0.4

0.8

3.5

5.9

57.5

46.9

61.3

50.2

60.2

0 20 40 60 80 100

全 体

N=12,393

介護付有料老人ホーム

N=2,770

住宅型有料老人ホーム

N=5,188

サービス付き高齢者向け住宅

（特定施設） N=285 

サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設） N=4,150

有効回答数 無効 非回収

％

35.8

41.6

43.2

41.7

49.3

54.3

53.3

48.6

47.2

100.0

0.8

0.3

0.2

0.0

0.1

0.1

63.4

58.1

56.6

58.3

50.7

45.7

46.7

51.4

52.8

0 20 40 60 80 100

10人未満 N=1,047

10～20人未満 N=2,557

20～30人未満 N=2,756

30～40人未満 N=2,042

40～50人未満 N=1,384

50～60人未満 N=1,207

60～80人未満 N=1,130

80～100人未満 N=397

100人以上 N=472

無回答 N=51

有効回答数 無効 非回収

％
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３）アンケート分析 

（２）集計・分析の種類と方法 

アンケートの分析にあたっては、以下の３種類の集計に基づき分析を行った。 

本報告書では、調査票の流れに沿って単純集計をベースに構成しつつ、重要な項目に関して、単純

集計の後にマッチング集計やクロス集計の結果を織り込む形としている。 

①単純集計 

アンケート調査票の項目ごとに、「介護付有料老人ホーム」、「住宅型有料老人ホーム」、「サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設）」の３類型に、「有料老人ホーム（計）」、「サービス付き高齢者向け住宅

（計）」を加えた５つの区分で単純集計を行った。グラフ等では、施設類型を「介護付」、「住宅型」、「サ付

（非特）」と簡略化して示している。 

なお、グラフには、各集計の対象とした件数を明示しているが、施設単位の集計の際には「N」、ケース

単位の集計の際には「n」として使い分けを行った。 

②マッチング集計 

今年度を含む直近３ヵ年連続して回答した施設は、介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の合計で 1,370 施設、今年度回答数の 23.3％相当となった。 

これらの施設を対象に、３ヵ年での変化を追いかけるためのマッチング集計を実施した。集計を実施し

た項目は、以下の５項目とした。 

（マッチング集計実施項目） 

 居室稼働率 〔問２(5)①②より作成〕 

 入居率 〔問５(1)①②より作成〕 

 要介護度別入居者数 及び 平均要介護度 〔問 5(3)〕 

 認知症の程度別入居者数 〔問５(4)〕 

 生活保護を受給している入居者の割合 〔問５(7)〕 

図表 過去３ヵ年の回答状況 

 
  

回答パターン

今年度
マッチング集計

昨年度
マッチング集計

H26調査 （○・×） ○

H27調査 ○ ○

H28調査 ○ ○

H29調査 ○

該当数

介護付 556 724

住宅型 479 529

サ付（非特） 335 433

計 1,370 1,686

マッチング集計による
分析対象
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③クロス集計 

クロス集計に関しては、今年度研究の着眼点を中心としつつ、各設問の傾向を読み解くにあたり重

要となる観点からの集計を実施した。 

○日常的に下剤・眠剤を服用している入居者の割合に関するクロス集計 

 平均要介護度別にみた日常的に薬を服用している入居者の割合 

 認知症の程度別にみた日常的に薬を服用している入居者の割合 

○入居待ちの状況に関するクロス集計 

 地域別にみた入居待ちの状況 

 居室面積別にみた入居待ちの状況 

 価格帯別にみた入居待ちの状況 

 入居時の状態像（自立・要支援者の割合）別にみた入居待ちの状況 

○自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みに関するクロス集計 

 日中の職員数別にみた取り組み状況 

 外部事業者との連携有無別にみた取り組み状況 

 入居時の状態像（自立・要支援者の割合）別にみた取り組み状況 

 薬の服用状況別にみた取り組み状況 

○その他 

 下剤・眠剤の服用と減薬・排泄自立の取り組みの状況 

 費用負担の形態別にみた予防トレーニング系の取り組みの状況 

 

４）先進事業者による取り組み事例の紹介 

介護予防・認知症予防・自立支援や、地域展開等に関し先進的な取り組み状況を把握する目的で開催

したヒアリング会において報告（プレゼンテーション）された、先進事業者５社による取り組みについては、

現場でケアに取り組んでいる方々の参考となるよう、先進事例として以下の内容をとりまとめ、本報告書の

第２部として位置づけた。。 

 取り組みのねらい 

 取り組み内容 

 取り組みの成果等 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１部 アンケート調査編 
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Ⅰ．運営法人の概要 

１．事業主体法人種別 

１）事業主体法人種別 〔問１(１)〕 

いずれの施設類型でも「株式会社」が最も多く、過半数を超えている。中でも、介護付有料老人ホーム

では、「株式会社」が 80.1％を占めており、住宅型有料老人ホーム（56.2％）やサービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）（59.6％）と比べ、突出して高い。 

そのほか、住宅型有料老人ホームでは、「有限会社」が 21.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）では「医療法人」の割合が 14.7％と高いのも特徴となっている。 

図表 事業主体法人種別 

 

２）母体となる法人の業種 〔問１(2)〕 

いずれの施設類型でも「介護サービス関連」が過半数を占め、介護付有料老人ホームで 75.5％、住宅

型有料老人ホームで 62.8％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 55.1％となっている。 

次いで、「医療関連」が、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 19.5％、住宅型有料老人ホー

ムで 12.1％、介護付有料老人ホームで 8.7％を占めているのも特徴的である。 

図表 母体となる法人の業種 
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％
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N=1,766

N=3,990
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％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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３）法人が運営する有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の数 〔問１(3)〕 

介護付有料老人ホームでは「50 箇所以上」が 38.4％、「10～49 箇所」が 14.1％と、多数の施設を運営

している法人が過半数を占めるのに対し、住宅型有料老人ホームでは 45.5％、サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）では 45.6％が「1箇所」のみで占められている。 

図表 法人が運営する有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の数 
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％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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Ⅱ．施設の概要 

１．施設に関する基本情報 

１）事業所開設年月 〔問２(1)〕 

介護付有料老人ホームは、平均運営年数は 9.8 年と、他の類型に比べて長く、「2003～2005 年」が最も

多く 23.5％、次いで「200６年～2008年」が 22.6％、「2009～2011年」が 18.6％の順となっている。 

住宅型有料老人ホームは、平均運営年数は6.2年、「2012～2014年」が34.2％を占め、次いで「2009～

2011年」が 23.9％と、介護付有料老人ホームに比べると新しい施設が多くなっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、さらに新しく、平均運営年数は 4.3年、改正居住安定法

によりサービス付き高齢者向け住宅が制度化された（2011 年 10 月）直後の「2012～2014 年」が全体の

52.9％、「2015年以降」が 28.2％を占めている。 

図表 事業所開設年月 

 
※調査対象との関係から、2016年 7月以降に開設された施設や、調査票到着時点で未開設の施設は 

集計対象外（無効票）として扱っており、上記には含まれていない。 
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％
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N=2,489

N=1,896

N=1,766

平均

運営年数

9.8年

6.2年

4.3年

4.3年

N=3,990
7.5年
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２）入居時要件（状態像） 〔問２(2)〕 

介護付有料老人ホームでは、「自立・要支援・要介護（要件なし）」が 49.9％と最も多く、次いで「要支

援・要介護のみ」が 35.8％、「要介護のみ」が 12.7％となっている。 

住宅型有料老人ホームでは、「自立・要支援・要介護（要件なし）」が 35.8％と最も多く、次いで「要支

援・要介護のみ」が 31.4％、「要介護のみ」が 29.8％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「自立・要支援・要介護（要件なし）」が最も多く

69.7％占めるため、それに次ぐ「要支援・要介護のみ」が 19.1％と他の類型に比べ少なくなっている。 

図表 入居時要件（状態像） 
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自立のみ 自立・要支援のみ 要支援・要介護のみ 要介護のみ 自立・要支援・要介護（要件なし） 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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３）特定施設入居者生活介護の指定 〔問２(3)，SQ(3)-1〕 

有料老人ホーム全体の 37.6％、サービス付き高齢者向け住宅全体の 6.9％が特定施設入居者生活介

護の指定を受けている施設である。 

指定を受けている施設では、「一般型（介護）」の割合が高く、特定施設の指定を受けている有料老人

ホームの 83.1％（有料老人ホーム全体の 31.3％）、同サービス付き高齢者向け住宅の 72.8％（サービス

付き高齢者向け住宅全体の 4.8％）を占めている。 

図表 特定施設入居者生活介護の指定（複数回答） 
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6.9

62.4
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有料老人ホーム
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高齢者向け住宅

指定あり 指定なし

％

N=1,896

N=3,990

5.0
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72.8

9.8

10.8
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56.9

16.2

0 20 40 60 80 100

地域密着型

一般型（介護）

一般型（介護予防）

種別無回答 有料老人ホーム N=1,501

サービス付き高齢者向け住宅 N=130

％
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４）建物の新築・改修の別 〔問２(4)〕 

介護付有料老人ホームの 82.2％、住宅型有料老人ホームの 69.2％、サービス付き高齢者向け住宅

の 90.6％が「新築」である。 

住宅型有料老人ホームでは「既存建物の改修」が１／４超（28.2％）を占めており、他の施設類型と

比べて高くなっている。 

図表 新築・改築の別 
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％
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N=3,990
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５）居室（住戸） 

（１）総居室（住戸）数 〔問２(5)①〕 

施設の総居室（住戸）数は、介護付有料老人ホームでは、「50～59 室」が最も多く 21.1％、次いで

「60～79室」が 20.7％を占めており、平均居室数は 57.0室である。 

住宅型有料老人ホームでは、「10～19 室」が最も多く 27.1％、次いで「20～29 室」が 22.3％と、29 室

未満の施設が６割以上を占める。平均居室数は 27.4室である。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「20～29室」が 28.3％と最も多く、次いで「10～19室」

が 19.8％、「30～39室」が 18.0％となっており、平均居室数は 33.3室である。 

図表 総居室（住戸）数 

 

（２）居室（住戸）の稼動状況 〔問２(5)②〕 

入居している居室（住戸）数は、介護付有料老人ホームで平均 51.0 室、住宅型有料老人ホームで平

均 24.7室、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 29.2室である。 

居室稼働率は、介護付有料老人ホームで平均 90.5％、住宅型有料老人ホームで平均 91.4％、サー

ビス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 88.9％と、いずれの施設類型においても９割近くなって

いる。特に、住宅型有料老人ホームでは、居室稼動率 100％の施設が 47.2％を占めている。 

図表 入居している居室（住戸）数 
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図表 居室稼動率 

 

◆ マッチング集計 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では居室稼働率が高い施設が

増えている。 

図表 マッチング集計による居室稼働率の推移 
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６）建物出入口のカギの管理 〔問２(6)〕 

建物の出入口のカギの管理は、介護付有料老人ホームの 66.8％、住宅型有料老人ホームの 52.6％

が「外出する時は、原則、スタッフが解錠している」のに対し、サービス付き高齢者向け住宅では「原則、

自由にしている」が 62.3％を占めている。 

図表 建物出入口のカギの管理 
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２．併設・隣接事業所の状況 

１）併設・隣接状況 〔問３①〕 

介護・医療のサービス施設の併設・隣接状況をみると、介護付有料老人ホームでは「通所介護、通所リハ」

が併設・隣接されている割合が合計で 16.9％、「短期入所生活介護、「居宅介護支援」が同 12.5％、短期

入所療養介護」が同 10.0％となっている。 

住宅型有料老人ホームでは、「訪問介護」が 48.9％、「通所介護、通所リハ」が 48.1％、「居宅介護支援」

が 32.5％の施設に併設・隣接されている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「訪問介護」が 56.8％、「通所介護、通所リハ」が

52.6％、「居宅介護支援」が 42.9％の施設に併設・隣接されている。 

図表 介護・医療サービス施設の併設・隣接状況 
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２）併設・隣接事業所の運営主体との関係 〔問３②〕 

併設・隣接事業所の運営主体は、介護サービスの多くが８割以上「同一グループ」が運営する事業所と

なっている。 

これ対し、医療サービスは、「病院」や「診療所（有床）」では「同一グループ」である割合が６割を超え

ているが、「歯科診療所」や「薬局」は「同一グループ」の割合が２～４割程度と低くなっている。「診療所

（無床）」は、住宅型有料老人ホームでは 65.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では

57.2％が「同一グループ」であるが、介護付有料老人ホームでは 44.8％に留まっている。 

図表 併設・隣接事業所の運営主体との関係 

（併設・隣接事業所がある場合のみ） 
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３）入居者以外へのサービス提供 〔問３③〕 

サービス種類や施設類型により多少の差があるが、概ね５～７割の併設・隣接事業所では、入居者以外

に対してもサービス提供を「実施」している。 

入居者以外にサービス提供している割合が相対的に低いサービスは、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護」や「訪問介護」である。 

図表 入居者以外へのサービス提供 
（併設・隣接事業所がある場合のみ） 
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３．利用料金（介護保険負担を除く） 

１）入居者が家賃について選択可能な支払い方法 〔問４(１)〕 

いずれの施設類型においても「全額月払い」が最も多く、８割程度を占める。 

介護付有料老人ホームでは一部を前払い、残りを月払い（併用方式）」が 33.0％、「全額前払い」が

18.6％と、他の施設類型と比べ高くなっている。 

図表 入居者が家賃について選択可能な支払い方法（複数回答） 
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２）居室（住戸）の利用料金 

（１）最多居室（住戸）面積 〔問４(2)①〕 

介護付有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は「18～25 ㎡」が最も多く、  

それぞれ 54.2％、68.7％を占めている。それに対し、住宅型有料老人ホームでは、「13～18 ㎡」（34.6％）

と「13㎡未満」（25.5％）で約６割を占め、平均面積も 15.6㎡と、他の施設類型と比べて狭くなっている。 

図表 最多居室（住戸）面積 

 

（２）利用料金 〔問４(2)②③〕 

利用料金（総額費用）は、家賃に相当する「居住費用」と月々の管理費・サービス費に相当する「月額

利用料金」で構成される。 

「居住費用」には、入居時に支払う「敷金」相当の費用や「前払金」が存在するが、このうち「敷金」は原

則返金されるものであるため、考慮しないこととした。「前払金」は、償却期間（月数）で均等按分した金額

を加味して金額を算出した。 

「月額利用料金」は、「共益費・管理費相当」、「生活支援・介護サービス費、基本サービス費」、「食費」、

「水光熱費」を合計した金額とした。なお、「共益費・管理費相当」、「生活支援・介護サービス費、基本

サービス費」を区分できていない施設や、居室（住戸）ごとにメーター等を設置して「水光熱費」は事業者

と直接契約する仕組みとなっている事業者も存在するため、内訳金額は参考数値として扱った。 

なお、これらの費用には、介護保険サービスや医療にかかる自己負担分は含まれていない。 

図表 利用料金の構造 
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○ 総額費用（月額換算） 

介護付有料老人ホームでは「30 万円以上」が最も多く 19.1％を占め、平均金額は約 26.3 万円である。

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「12～14 万円未満」が最も多い 15.3％を占め、次いで

「10～12 万円未満」11.6％となっており、平均金額は約 14.1 万円である。住宅型有料老人ホームでは、

「10 万円未満」が 24.7％を占めており、平均金額が約 12.2 万円と、他の施設類型と比べて安価な施設

の割合が高くなっている。 

図表 総額費用（月額換算） 

 
注）居住費用（問４(2)②a +問４(2)③b ÷問４(2)③d）＋月額利用料金（問４(2)②b + c + d + e）の合計より算出。 

計算の過程で１箇所でも無回答がある場合、エラー扱いとしたため、全体的に「エラー・無回答」の割合が高くなっている。 

図表 施設類型ごとにみた平均利用料金 

 
注）１．上記は、異常値・エラー値の影響を除外するため、項目ごとに金額の高い方から（上位）5％、低い方から（下位）5％の 

回答を除外した中位 90％を対象に算出した平均値。 

２．項目ごとに無回答・エラー等が生じていることから、平均値を算出した N数は、項目ごとに異なる。 

３．上記１、２のため、上記表の内訳部分の数値を足し算しても、小計・合計の金額と一致しない。また、次ページ以降に 

掲載する他の図表では、上記１の処理を実施していないため、上記表の金額と他の図表の平均額も一致しない。 
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○ 月額利用料金（合計） 

月額利用料金（居住費は含まない。P24 図参照））をみると、介護付有料老人ホームでは「10～15 万

円未満」が最も多く 28.4％、次いで「８万円未満」20.9％であり、平均金額は約 12.9万円である。 

住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「８万円未満」が最も多く、

それぞれ 54.8％、39.9％を占めている。平均金額は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では

約 8.1万円、住宅型有料老人ホームでは約 7.4万円である。 

図表 月額利用料金（合計） 

 
注）月額利用料金は、共益費・管理費相当額（問４(2)②b）、生活支援・介護サービス提供に関する費用または基本サービス費

相当額（問４(2)②c）、食費（（問４(2)②d）、光熱水費（（問４(2)②e）の合計額 

計算の過程で１箇所でも無回答がある場合、エラー扱いとしたため、全体的に「エラー・無回答」の割合が高くなっている。 

○ 居住費用（前払い金考慮後家賃） 

前払い家賃を月額換算して家賃相当額に加算して算出した居住費用は、介護付有料老人ホームで

は「10～15万円未満」が最も多く 18.5％、次いで「8～10万円未満」12.1％、「20万円以上」11.1％となっ

ており、８万円以上が５割弱を占める。平均金額は約 13.3万円である。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「４～５万円未満」の割合が最も高く 15.7％、次いで

「５～６万円未満」13.9％となっており、平均金額は約 6.0万円である。 

住宅型有料老人ホームでは、「３～４万円未満」が最も多く 19.2％、次いで「３万円未満」が 16.0％、

「４～５万円未満」が 13.4％と、５万円未満が全体の５割弱を占めており、平均金額は約 4.8万円である。 

図表 居住費用（前払い金考慮後家賃） 

 
注）居住費用は、月額の家賃相当額（問４(2)②a）に、前払金を月額換算した金額（問４(2)③b ÷問４(2)③d）を足して算出。 

計算の過程で１箇所でも無回答がある場合、エラー扱いとしたため、全体的に「エラー・無回答」の割合が高くなっている。 
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「敷金・保証金（預かり金）」の状況をみると、介護付有料老人ホームと住宅型有料老人ホームでは、

「０円」が過半数を占めるのに対し、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では 27.5％となって

いる。 

「前払金」についても、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、

「０円」が７割弱を占めている（介護付有料老人ホームではエラー・無回答が多く、実態がつかみきれていない）。 

図表 入居時費用 

   〈ａ敷金・保証金〉  

  〈ｂ前払金（実額）〉  

〈ｂ前払金（月額換算）〉  
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前払金の初期償却率（入居時点で償却される金額の割合）をみると、介護付有料老人ホームでは

「10％未満」が 22.6％で最も多く、次いで「30～40％未満」が 19.4％、「20～30％未満」が 15.0％となって

いる。平均をみると 17.7％である。 

前払金の償却期間をみると、介護付有料老人ホームでは「60～72ヵ月未満」が 48.8％で最も多く、平均

66.6 ヵ月である。 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅は無回答が多く、実態がつかみきれていない。 

図表 前払金の償却 
（前払金がある場合のみ） 

 〈ｃ初期償却率〉  

   〈ｄ償却期間〉  
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Ⅲ．入居者の状況 

１．入居者の状況 

１）定員数・入居率 〔問５(1)①②より〕 

（１）定員数 

介護付有料老人ホームでは、「60～80 人未満」が最も多く 22.1％を占め、次いで「50～60 人未満」

21.9％、「40～50人未満」17.7％の順となっており、平均 60.7人である。 

住宅型有料老人ホームでは、「10～20人未満」が最も多く 27.6％、次いで「20～30人未満」23.2％で、

30人未満の施設が６割超を占めている。平均 29.2人と介護付有料老人ホームの半分の規模である。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「20～30 人未満」が最も多く 26.2％、次いで「30～

40人未満」18.4％、「10～20人未満」18.1％、平均 35.5人となっている。 

図表 定員数 
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（２）入居率 

入居率は、いずれの施設類型においても平均 85％を超えており、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）で 86.9％、介護付有料老人ホームで 88.8％、住宅型有料老人ホームで 89.8％となっているが、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、70％未満の施設も 14.0％見られている。 

図表 入居率 

 
 

◆ マッチング集計 

介護付有料老人ホームでは、平成 28 年度に入居率が低い施設が増えたが、今年度はやや入居率

が高まっている。これに対し、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、

一貫して入居率が高い施設が増えている。 

図表 マッチング集計によ入居率の推移 
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２）入居者平均年齢 〔問５(2)〕 

各施設の入居者平均年齢の平均値は、介護付有料老人ホーム 87.1 歳、住宅型有料老人ホーム 84.0

歳、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）84.1歳と全体に高くなっている。 

特に、介護付有料老人ホームでは、平均年齢が 86 歳以上となっている施設の割合が 71.6％を占めて

おり、80歳未満の施設は 0.5％のみである。 

これに対し、住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、入居者平均年

齢がおおむね同じように分布しており、平均年齢が 86 歳以上となっている施設の割合は約３割、80 歳未

満の施設が約１割となっている。 

図表 入居者平均年齢 
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３）要介護度別入居者数 〔問５(3)〕 

いずれの施設類型においても、要介護者が占める割合が高く、「自立・認定なし」の割合は、介護付

有料老人ホームで 8.7％、住宅型有料老人ホームで 4.3％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

で 8.4％、要介護者の割合は、介護付有料老人ホームで 78.3％、住宅型有料老人ホームで 88.0％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 72.4％となっている。 

平均要介護度をみると、介護付有料老人ホームや住宅型有料老人ホームでは「2.0～2.5 未満」、

「2.5～3.0未満」が多く、それぞれ合計で53.6％、67.5％を占めている。サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では、「2.0～2.5未満」が最も多く 22.0％、次いで「1.5～2.0未満」が 21.6％を占めている。 

これらを総じてみると、住宅型有料老人ホームが最も要介護度が重くなっていることがうかがわれる。 

図表 要介護度別入居者数(人数積み上げ) 

 

図表 平均要介護度（自立含む） 

 
注）「自立」＝0、「要支援１」＝0.375、「要支援２」＝1、「要介護１」＝1、「要介護２」＝2、「要介護３」＝3、 

「要介護４」＝4、「要介護５」＝5 として平均要介護度を算出した。 
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◆ マッチング集計 

いずれの施設類型でも、入居者の要介護度も、施設の平均要介護度も、この３ヵ年でほとんど変化は

見られない。 

図表 マッチング集計による要介護度別入居者数(人数積み上げ)の推移 

 

図表 マッチング集計による平均要介護度別（自立含む）の推移 
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４）認知症の程度別入居者数 〔問 5(4)〕 

介護付有料老人ホームでは、「Ⅱ」の割合が最も高く 25.0％、「Ⅲ」以上の重度者の割合が 32.2％を

占めている。 

住宅型有料老人ホームでも、「Ⅱ」の割合が最も高く 23.4％を占め、「Ⅲ」以上の重度者の割合も

33.6％と介護付有料老人ホームを上回っている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「自立」が 23.8％を占め、「Ⅲ」以上の重度者の割合

も 18.4％と、有料老人ホームに比べて少ない。 

図表 認知症の程度別入居者数(人数積み上げ) 

 

◆ マッチング集計 

入居者の認知症の程度は、介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホームでは緩やかに認知症Ⅱ

以上の入居者の割合が高まっているが、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平成 28 年に

やや認知症の程度が軽い人の割合が高まり、今年度は平成 27年度に近い傾向に戻った。 

図表 認知症の程度別 入居者数 
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５）医療処置を要する入居者数 〔問５(5)〕 

医療処置を要する入居者数（重複を除いた実人数）は、介護付有料老人ホームで多く、１施設あたり平均

5.7人、入居者総数に占める割合は 9.4％であった。これに対し、住宅型有料老人ホームでは平均 5.0 人、

割合では 10.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 3.9人、割合では 6.4％であった。 

処置の内容別にみると、「胃ろう・腸ろうの管理」、「たんの吸引」、「カテーテルの管理」が多くなっている。 

研修を受けた介護職員等による実施が可能となった「胃ろう・腸ろうの管理」「経鼻経管栄養の管理」

「たんの吸引」の３行為のいずれかを要する（重複を除いた）実人数は、介護付有料老人ホームで平均

2.8 人（入居者の 5.8％）、住宅型有料老人ホームで平均 2.1 人（同 6.3％）、サービス付き高齢者向け住

宅で平均 1.1人（同 2.6％）であった。 

図表 医療処置を要する入居者の割合・１施設あたり人数(人数積み上げ) 

 

《参考》 特別養護老人ホーム 

 
出所）（株）野村総合研究所「平成 28年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 高齢者施設等における 

医療ニーズ対応のあり方に関する調査研究 報告書」より 

注）Σ（当該医療処置を要する入居者数）÷Σ（入居者総数）で割合を算出。 

＜＞内は１施設あたり人数。上記数値作成に用いた回答施設数で分子（Σ（当該医療処置を要する入居者数））を除して算出。 

このとき、ｎ数を統一するため、すべての医療処置を要する人数および入居者数にエラー・無回答のない回答から作成。 
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６）日常的に下剤・眠剤を服用している入居者数 〔問５(6)〕 

日常的に下剤を服用している入居者が総入居者に占める割合は、介護付有料老人ホームでは平均

53.4％であるのに対し、住宅型有料老人ホームでは平均 44.3％、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）では平均 33.2％となっている。 

同様に、日常的に眠剤を服用している入居者が総入居者に占める割合は、介護付有料老人ホーム

では平均 27.4％、住宅型有料老人ホームで平均 29.2％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

では平均 22.8％となっている。 

図表 総入居者に占める日常的に薬を服用している入居者の割合 
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（１）平均要介護度別にみた日常的に薬を服用している入居者の割合 〔クロス集計〕 

「軽度者中心（平均要介護度 1.5 未満）」の施設では、「中程度（平均要介護度 1.5～3.0）」や「重度者

中心（平均要介護度 3.0 以上）」に比べて下剤や眠剤を日常的に服用している人の割合が低い傾向が

見られる。下剤に関しては、介護付有料老人ホームでは、「中程度」と「重度者中心」の違いはほとんど見られ

ないが、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「重度者中心」の方が

日常的に服用している人の割合が高い傾向が見られる。眠剤に関しては、介護付有料老人ホーム、住宅

型有料老人ホームでは、「中程度」と「重度者中心」の違いはほとんど見られないが、サービス付き高齢者向

け住宅（非特定施設）では、「重度者中心」の方が日常的に服用している人の割合が高い傾向が見られる。 

図表 平均要介護度別にみた日常的に薬を服用している入居者数 

  〈①下剤〉  

  〈②眠剤〉  

注）軽度者中心（平均要介護度 1.5未満）、中程度（平均要介護度 1.5～3.0未満）、重度者中心（平均要介護度（3.0以上） 
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（２）認知症の程度別にみた日常的に薬を服用している入居者の割合 〔クロス集計〕 

いずれの施設類型でも、重度認知症（認知症の程度がⅢ～M）の入居者に占める割合が高いほど、

下剤を日常的に服用している人の割合が低い傾向が見られる。 

一方、眠剤については、重度認知症が少ない施設では、日常的に服用している人の割合が低い傾向

が見られる。介護付有料老人ホームでは、「重度認知症中」と「重度認知症多」の違いはほとんど見られな

いが、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「重度認知症多」の方

が眠剤を日常的に服用している人の割合が高い傾向が見られる。 

図表 認知症の程度別にみた日常的に薬を服用している入居者数 

  〈①下剤〉  

  〈②眠剤〉  

注）重度認知症少（認知症Ⅲ～Mの割合が 15％未満）、重度認知症中（同 15～30％）、重度認知症多（同 30％以上） 
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７）生活保護を受給している入居者数 〔問５(7)〕 

生活保護を受給している入居者がいない（「０人」）施設の割合は介護付有料老人ホームで 84.3％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では 55.1％であるのに対し、住宅型有料老人ホームでは

35.7％と低くなっている。 

また、生活保護受給者の人数も、介護付有料老人ホーム平均 1.1 人、サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）平均 2.9人に対し、住宅型有料老人ホームは平均 4.9人と多くなっている。 

入居者総数に対する生活保護を受給している入居者の割合でみると、介護付有料老人ホーム平均

2.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）平均 10.6％に対し、住宅型有料老人ホームでは平

均 19.3％と、高くなっている。 

図表 生活保護を受給している入居者数 

 

図表 入居者総数に対する生活保護を受給している入居者の割合 
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◆ マッチング集計 

介護付有料老人ホームでは、今年度調査の結果では「エラー・無回答」の割合が減り、「0％」の割合が高

まった。これに対し、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では特徴的な

変化は見られない。 

図表 マッチング集計による生活保護を受給している入居者数の推移 
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Ⅳ．入退去の状況 

１．半年間の新規入居者及び退去者の状況 

１）半年間の新規入居者数、退去者数 〔問６（1）（2）〕 

半年間（2017年１月１日～６月 30日）の新規入居者数は、介護付有料老人ホームでは平均 7.9人で

あるのに対し、住宅型有料老人ホームでは平均 4.3人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では

平均 5.4 人となっている。 これは、介護付有料老人ホームの定員規模が他に比べてやや大きいことが

影響している。 

そのため、定員に対する新規入居者の割合をみると、介護付有料老人ホームでは平均 14.4％、住宅型

有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 15.8％と、介護付有料老人ホーム

の割合が最も低い。 

図表 半年間の新規入居者数 

 

図表 定員に対する新規入居者の割合 
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半年間（2016 年１月１日～６月 30 日）の退去者数は、介護付有料老人ホームの平均 7.2 人に対し、

住宅型有料老人ホームでは平均 3.9 人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 4.2 人と

なっている。 

定員に対する退去者の割合をみると、介護付有料老人ホームでは平均 13.1％、住宅型有料老人ホーム

平均 14.4％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 12.6％である。 

半年間の新規入居に比べ、退去の方が若干少ないのは、施設開設以降、満室に至るまでの事業立

ち上げ期にある施設が含まれているためと考えられる。 

図表 半年間の退去者数 

 

図表 定員に対する退去者の割合 
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２）入退居の状況 〔問６（3）（4）〕 

入居前の居所は、介護付有料老人ホームや住宅型では「病院・診療所」からの入居が最も多く、介護

付有料老人ホームで 42.2％、住宅型有料老人ホームでは 48.7％を占め、次いで「自宅」、「介護老人保

健施設」となっている。これに対し、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は「自宅」からが最も多く、

48.2％を占めている。 

退去については、いずれの施設類型でも「死亡による契約終了」が最も多く、介護付有料老人ホームでは

52.4％と過半数を超え、住宅型有料老人ホームで 38.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

で 31.3％となっている。 

特別養護老人ホームと比べると、入居に関しては、特別養護老人ホームでは「短期入所」から入所への変

更や「介護老人保健施設」からの入所が多い点に特徴がある。退去に関しては、特別養護老人ホームでは

「死亡による契約修了」が 68.0％と高いが、「病院・診療所」も介護付有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅（非特定施設）より高い点が特徴と言える。 

図表 入退居の状況 
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病院・診療所 42.2 52.4 死亡による契約終了

自宅 37.3 19.6 病院・診療所
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病院・診療所 48.7 38.7 死亡による契約終了

自宅 32.7 26.2 病院・診療所

介護老人保健施設 6.6 8.1 特別養護老人ホーム

住宅型有老ホーム・サ付（非特定） 4.8 7.3 自宅

特定施設 2.1 5.2 住宅型有老ホーム・サ付（非特定）

特別養護老人ホーム 0.9 3.9 介護老人保健施設

認知症高齢者グループホーム 0.8 3.0 特定施設

軽費老人ホーム、養護老人ホーム 0.7 2.3 認知症高齢者グループホーム

介護療養型医療施設 0.4 1.6 介護療養型医療施設

その他（不明を含む） 2.4 1.2 軽費老人ホーム、養護老人ホーム

2.3 その他（不明を含む）

（新規入居者数 n=8,836） 100.0 100.0 （退去者数 n=7,202）
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特定施設 2.4 5.8 特定施設

特別養護老人ホーム 0.8 5.7 住宅型有老ホーム・サ付（非特定）

軽費老人ホーム、養護老人ホーム 0.6 4.5 介護老人保健施設

認知症高齢者グループホーム 0.4 4.1 認知症高齢者グループホーム

介護療養型医療施設 0.2 1.5 軽費老人ホーム、養護老人ホーム

その他（不明を含む） 3.4 1.5 介護療養型医療施設

5.0 その他（不明を含む）
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《参考》図表 特別養護老人ホームにおける入所者・退所者の状況 

 
出所）（株）野村総合研究所「平成 28年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 高齢者施設等における 

医療ニーズ対応のあり方に関する調査研究 報告書」より 

 

  

（新規入居者数 n=9,342） 100.0 100.0 （退去者数 n=9,291）

自宅 23.7 68.0 死亡による契約終了

病院・診療所 21.7 24.9 病院・診療所

(２週間を超える) 短期利用 20.3 3.7 介護療養型医療施設

介護老人保健施設 19.6 0.9 自宅

認知症高齢者グループホーム 3.8 0.5 介護老人保健施設

特定施設 3.8 0.3 特定施設

介護療養型医療施設 2.1 0.2 認知症高齢者グループホーム

住宅型有老ホーム・サ付（非特定） 1.7 0.2 軽費老人ホーム、養護老人ホーム

軽費老人ホーム、養護老人ホーム 1.2 0.1 住宅型有老ホーム・サ付（非特定）

その他（不明を含む） 2.0 0.1 (２週間を超える) 短期利用

1.1 その他（不明を含む）
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２．新規入居者の入居時の要介護度 〔問７〕 

新規入居者の入居時の要介護度は、いずれの施設類型でも「要介護１」「要介護２」が多く、４割超を占

めている。介護付有料老人ホームと住宅型有料老人ホームでは、「要介護３」以上も４割近く占めているの

に対し、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では自立～要支援２までの軽度者の割合が 25％を

超えている。 

入居時に「自立」～「要支援２」であった人の割合を見ると、介護付有料老人ホームでは平均 16.7％、住宅型

有料老人ホームで平均 12.6％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 27.0％となっている。

介護付有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、この割合が「0％」という実態

として介護専用に近い状態の施設が約４割であるが、住宅型有料老人ホームでは 65.6％を占めている。ま

た、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）ではこの割合が「40％以上」の自立～軽度者向けの施設

が 29.0％を占めており、二極化傾向が見られている。 

図表 新規入居者の入居時の要介護度(人数積み上げ) 

 

図表 入居時に「自立」～「要支援２」の人の割合 
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３．入居待ちの状況 〔問８〕 

「入居待ちがある」施設の割合は、いずれの施設類型でもおおむね４割弱程度である。 

入居待ちをしている人数（実人数）は、介護付有料老人ホームでは平均 7.3 人、サービス付き高齢者向

け住宅（非特定施設）では平均 5.3 人、住宅型有料老人ホームでは平均 3.9 人となっている。特に、介護

付有料老人ホームは、平均定員規模が大きいため、「20 人以上」の入居待ちがある施設も 8.3％見られて

いる。 

図表 入居待ちの状況・入居待ちの人数 

 
注）平均人数は、入居待ち人数を回答している場合（入居待ちがる場合）の平均 
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（１）地域別にみた入居待ちの状況 〔クロス集計〕 

介護付有料老人ホームや住宅型有料老人ホームでは、都市部（１級地）ほど入居待ちがない施設の

割合が高く、入居待ち人数も少ないのに対し、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、都市部

ほど入居待ち人数が多い傾向が見られる。 

図表 地域（地域区分）別にみた入居待ちの状況・入居待ちの人数 

 
注）平均人数は、入居待ち人数を回答している場合（入居待ちがある場合）の平均 
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（２）居室面積別にみた入居待ちの状況 〔クロス集計〕 

介護付有料老人ホームや住宅型有料老人ホームは最多居室面積が狭い方が入居待ちがない割合

が低い。ただし、介護付有料老人ホームは「30 ㎡以上」の場合は例外的に入居待ちがない割合が最も

低い。 

一方、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、居室面積によって入居待ちがない割合には

明確な差は見られない。 

入居待ちがある場合の平均人数を見ると、いずれの施設類型でも最多居室面積が広い方が入居待

ち人数が多い傾向が見られる。 

図表 最多居室面積別にみた入居待ちの状況・入居待ちの人数 

 
注）平均人数は、入居待ち人数を回答している場合（入居待ちがある場合）の平均 

  

58.5

62.3

63.4

75.9

49.4

57.1

53.7

53.0

61.5

72.2

54.3

60.9

57.7

2.4

5.1

5.2

1.9

5.9

9.9

8.2

7.5

11.5

3.8

7.7

4.3

8.5

7.3

8.8

7.7

3.7

7.1

9.3

12.1

11.2

11.5

5.1

10.3

8.2

6.2

19.5

10.2

10.2

9.3

10.6

13.4

13.5

16.6

1.9

8.9

12.5

11.8

10.8

9.8

3.3

3.1

1.9

4.7

2.8

3.7

1.9

3.8

2.5

4.2

2.6

3.1

2.4

6.5

6.9

7.4

16.5

1.7

3.0

3.9

5.8

6.3

4.9

6.9

10.8

0.0

3.7

3.6

0.0

5.9

5.7

5.8

6.0

3.8

1.3

6.1

5.3

3.1

0 20 40 60 80 100

13㎡未満 N=41

13～18㎡未満 N=430

18～25㎡未満 N=814

25～30㎡未満 N=54

30㎡以上 N=85

13㎡未満 N=634

13～18㎡未満 N=862

18～25㎡未満 N=519

25～30㎡未満 N=52

30㎡以上 N=79

18～25㎡未満 N=1214

25～30㎡未満 N=304

30㎡以上 N=130

介
護
付

住
宅
型

サ
付
（
非
特
）

入居待ちはない １人 ２人 ３～５人 ６～10人 10人以上 無回答

％
平均

6.7

6.8

9.5

13.3

4.7

4.0

4.3

5.1

4.8

6.2

8.7

3.4

4.3



－ 49 － 

（３）価格帯別にみた入居待ちの状況 〔クロス集計〕 

価格帯ごとの入居待ちの傾向についてみるため、総額費用（月額換算）と入居待ち状況とのクロス集

計を行った。 

いずれの施設類型でも、総額費用（月額換算）が高くなるほど、入居待ちがない割合が高くなるととも

に、入居待ちの人数も減少する傾向が見られる。 

ただし、「30万円以上」の高額施設に関しては、入居待ちがない割合が高い反面、入居待ち人数が高

い傾向も見られており、一部の富裕層等の需要があることが見受けられる。 

図表 総額費用（月額換算）別にみた入居待ちの状況・入居待ちの人数 

 
注）平均人数は、入居待ち人数を回答している場合（入居待ちがある場合）の平均 

  

18.2

36.4

47.8

56.8

55.7

58.9

63.3

74.1

77.7

52.9

53.6

53.9

61.8

56.1

51.6

66.7

70.0

73.3

44.1

53.4

51.9

55.4

61.3

59.5

64.8

66.7

87.5

9.1

6.8

0.0
4.5

4.9

4.2

4.7

7.9

4.2

9.0

10.9

10.3

7.8

12.2

12.9

2.2

5.0

4.4

8.8

7.8

9.0

8.7

3.2

5.1

7.4

0.0

0.0

4.5

9.1

13.0

4.5

11.5

8.4

6.7

3.6

5.2

11.3

8.9

12.3

9.8

4.9

12.9

11.1

15.0

11.1

13.2

10.3

9.7

7.6

9.7

2.5

7.4

16.7

0.0

31.8

15.9

10.1

12.6

15.6

14.7

10.7

5.8

5.2

15.0

15.0

13.2

10.8

17.1

9.7

13.3

10.0

4.4

16.2

13.7

11.6

11.4

14.5

15.2

7.4

0.0

0.0

9.1

9.1

7.2

4.5

2.5

6.3

2.0

0.7

1.0

2.6

3.8

1.5

3.9

2.4

3.2

0.0

0.0

0.0
6.6

4.4

6.0

4.3

2.4
3.8

1.9

0.0

12.5

22.7

18.2

15.9

9.9

8.2

5.3

9.3

5.0

2.4

4.6

2.4
3.4

3.9

0.0

0.0

2.2

0.0

2.2
4.4

4.4

6.7

5.4

7.3

8.9

9.3

0.0
0.0

4.5

4.5

5.8

7.2

1.6

2.1
3.3

2.9

4.2

4.6

5.5

5.4

2.0

7.3

9.7

4.4

0.0

4.4

6.6

5.9

5.2

7.1

1.6
5.1

1.9

16.7

0.0

0 20 40 60 80 100

10万円未満 N=44

10～12万円未満 N=44

12～14万円未満 N=69

14～16万円未満 N=111

16～18万円未満 N=122

18～20万円未満 N=95

20～25万円未満 N=150

25～30万円未満 N=139

30万円以上 N=287

10万円未満 N=612

10～12万円未満 N=293

12～14万円未満 N=204

14～16万円未満 N=102

16～18万円未満 N=41

18～20万円未満 N=31

20～25万円未満 N=45

25～30万円未満 N=20

30万円以上 N=45

10万円未満 N=136

10～12万円未満 N=204

12～14万円未満 N=268

14～16万円未満 N=184

16～18万円未満 N=124

18～20万円未満 N=79

20～25万円未満 N=54

25～30万円未満 N=12

30万円以上 N=8

介
護
付

住
宅
型

サ
付
（
非
特
）

入居待ちはない １人 ２人 ３～５人 ６～10人 10人以上 無回答

％
平均

10.4

10.4

7.2

4.8

12.0

5.3

7.6

3.8

2.7

2.6

3.8

2.3

3.9

4.4

4.4

6.0

4.8

3.0

7.8

8.9

7.0

5.7

6.9

4.5

8.0

4.0

2.0



－ 50 － 

（４）入居時の状態像別にみた入居待ちの状況 〔クロス集計〕 

いずれの施設類型でも、入居時点で「自立」～「要支援２」の割合が高い自立～軽度者向けの施設で

あるほど入居待ちがない割合が高い傾向が見られる。 

反面、自立～軽度者向けの施設であるほど入居待ちの人数が多い傾向も見られている。 

図表 入居時点で「自立」～「要支援２」の人の割合別にみた入居待ちの状況・入居待ちの人数 

 
注）平均人数は、入居待ち人数を回答している場合（入居待ちがある場合）の平均 
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４．死亡による契約終了の状況 

１）逝去、看取り、看取り介護加算の状況 〔問９①〕 

死亡による契約終了の場合の逝去した場所は、介護付有料老人ホームの 52.9％、住宅型有料老人

ホームの 51.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「居室」が 50.5％が「居室」で、「病院・

診療所」（併設診療所を含む）での逝去の割合（それぞれ 43.1％、45.6％、45.1％）を上回っているである。 

図表 死亡による契約終了の場合の逝去の状況(人数積み上げ) 
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２）逝去のうち、看取り、看取り介護加算の状況 〔問９①②③〕 

逝去のうち、看取りだった割合は、介護付有料老人ホームで 46.5％、住宅型有料老人ホームで 47.0％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 38.2％である。このうち、特定施設である介護付有料老人

ホームでは、看取り介護加算を算定している割合は 20.3％のみで、何らかの理由で加算が算定されてい

ない看取りが 26.2％見られた。 

「居室」「一時介護室や健康管理室」での逝去に限定すると、介護付有料老人ホームで 79.9％、住宅

型有料老人ホームで 83.4％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 64.9％となる。 

なお、調査対象とした半年間のうち、看取りを１件以上行った実績のある施設の割合は、介護付有料老

人ホームで 50.8％と過半数を超えたが、住宅型有料老人ホームでは 28.4％、サービス付き高齢者向け住

宅（非特定施設）では 22.8％となった。 

図表 逝去のうち、看取り介護加算算定/算定なしの状況(人数積み上げ) 

  <施設全体>     
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※看取り介護加算は「特定施設入居者生活介護」の場合に設けられた介護報酬上の加算のため、介護付有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）のみが算定可能 
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図表 半年間で看取りの実績がある施設の割合 
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３）看取り率 

看取りを行う可能性のあった対象として、「死亡による契約終了」と、「病院・診療所」や「介護療養型医療

施設」への退去の合人数計を分母とし、「居室」または「一時介護室・健康管理室」で「看取り」を実施した

人数を分子とした「看取り率」という指標を作成し、分析を行ったところ、介護付有料老人ホームでは

29.7％、住宅型有料老人ホームで 24.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 18.４％となった。 

平成 27 年度、28 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームと住宅型有料老人ホームでは、

平成 28 年度に一度看取り率が上がったが、今年度は平成 28 年度に比べやや下がっている。サービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、これとは逆に、平成２8 年度に一度看取り率が低下したが今年

度に入って高まっている。 

《参考》 「看取り率」の考え方 

 

図表 看取り率 
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Ⅴ．施設の職員体制 

１．職員体制 

１）日中の職員数 〔問 10(1)〕 

兼務を含む日中の職員数は、介護付有料老人ホームでは「10～15人未満」が 28.6％で最も多く、平均

13.1人である。住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「２～４人未満」

が最も多く、平均人数はそれぞれ 5.8 人、４．８人である。住宅型有料老人ホームは、定員規模が小さい

施設が多いため、定員 50人当たりに換算すると、「10～15人未満」が最も多く 21.8％、平均 12.8人となる。 

兼務者の割合では、介護付有料老人ホームでは兼務者の割合が少なく「０％」が 62.6％を占めており、

兼務者の割合は平均 2.7％となっている。住宅型有料老人ホームでは「０％」が 26.1％で兼務者の割合は

平均 44.4％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「０％」が 32.2％、兼務者の割合は平均

40.6％となっている。 

図表 日中の職員数 

<兼務を含む職員数（実人数）>    

        （定員 50 人換算）    
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２）夜間の職員数 〔問 10(2)〕 

介護付有料老人ホームでは、「２～３人未満」が 33.8％で最も多く、平均 2.6 人である。住宅型有料老人

ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「２人未満」が最も多く、平均はそれぞれ 1.8 人、

1.3人である。ただし、定員規模 50人当たりに換算すると住宅型有料老人ホームが最も手厚いと言える。 

夜間の職員数（夜勤＋宿直）に占める宿直の割合は、いずれの施設類型においても「０％」が最も多く、

介護付有料老人ホームでは 68.0％、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）でも４割を超えている。平均割合は、介護付有料老人ホームでは 1.7％、住宅型有料老人ホームで

は 22.9％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では 24.1％となっている。 

図表 夜間の職員数 

   <夜勤＋宿直（実人数）>    

      （定員 50 人換算）    
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％

N=1,501

N=2,425

N=1,756

N=1,626

平均

1.7％

22.9％
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３）夜間の看護体制 〔問 10(3)〕 

夜間の看護体制については、有料老人ホームでは「通常、施設の職員がオンコールで対応」が 55.4％と

過半数を占めたの対し、住宅型有料老人ホームでは「通常、施設の職員がオンコールで対応」27.5％と、「訪

問看護ステーション、医療機関と連携してオンコール体制をとっている」26.3％とが拮抗し、「夜勤・当直の看

護職員はおらず、オンコール対応もしていない」が 20.6％を占めている。サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では、「訪問看護ステーション、医療機関と連携してオンコール体制をとっている」29.9％と、「夜

勤・当直の看護職員はおらず、オンコール対応もしていない」28.0％が拮抗している。 

図表 夜間の看護体制 
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訪問看護ステーション、医療機関と連携してオンコール体制をとっている
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２．特定施設の職員体制   ※特定施設の指定を受けた施設のみ 

本節では、特定施設の指定を受けた有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の職員体制の

実態を整理する。特定施設の指定を受けているサービス付き高齢者向け住宅は少数であることから、両者

を区分せず、一体で集計している。 

１）介護職員比率 〔問 11(1)〕 

「３：１以上」が最も多く 45.0％、次いで「2.5：１以上」が 30.4％、「２：１以上」が 16.1％となっている。 

図表 介護職員比率 
（特定施設のみ） 

 
 

  

4.7 16.1 30.4 45.0

3.2

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

1.5：1 以上 2：1 以上 2.5：1 以上 3：1 以上 無回答

％

N=1,631
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２）介護職員 〔問 11(2)〕 

実人数（常勤・非常勤合計）では、「20～30 人未満」が 29.1％で最も多く、次いで「15～20 人未満」が

22.1％を占める。平均人数は、22.3人となった。 

常勤換算ベースで見ると、「15～20人未満」が 23.5％と最も多いが、「20～30人未満」（20.4％）、「10～

15人未満」（20.1％）もほぼ同程度の割合となっており、これらを合わせると６割超を占めている。 

介護福祉士は、平均すると 9.6人（常勤換算ベースでは 8.5人）配置されており、介護職員に占める介護

福祉士（常勤換算）の割合をみると、「25～50％未満」が 31.6％を占め、平均 45.８％となっている。 

研修を受け、たんの吸引等の医療処置ができる介護職員数は、「０人」とする施設が 46.5％と多数派

を占め、１施設あたり平均人数は実人数ベースで 1.0 人、常勤換算ベースで 0.8 人である。 

図表 介護職員数（常勤・非常勤合計） 

（特定施設のみ） 

 

 

図表 介護職員に占める介護福祉士の割合（常勤換算） 
（特定施設のみ） 
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３）看護職員数 〔問 11(3)〕 

看護職員数は、「2～4 人未満」が 36.9％（常勤換算数では 45.7％）で最も多く、次いで「4～6 人未満」

が 25.8％（同 10.2％）、平均 4.3人（同 3.3人）となっている。 

このうち、常勤の看護師は平均 1.6人、准看護師は平均 0.9人であった。 

看護職員に占める常勤職員の割合では、「100％」が最も多く 14.0％、次いで「60～80％未満」が

10.0％、「80～100５未満」が 7.4％を占め、平均は 65.7％であった。 

図表 看護職員数（常勤・非常勤合計） 
（特定施設のみ） 

 

 

図表 看護職員に占める常勤
．．

職員の割合（常勤換算） 
（特定施設のみ） 
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４）夜間（深夜帯）の介護・看護職員数 〔問 11(4)〕 

夜間（深夜帯）の介護・看護職員数（合計）は、「２人」が 35.1％と最も多いが、平均では 2.5 人となって

いる。 

介護職員、看護職員別に見ると、看護職員は「0 人」の施設が焼く６割と過半数を占め、夜間に看護職

員が１人以上配置されている施設は全体の 8.5％のみ、平均では 0.1 人である。これに対し、介護職員は、

平均 2.4人と、夜間職員の大半が介護職員である実態がうかがわれる。 

図表 夜間（深夜帯）の介護・看護職員数（常勤・非常勤合計，実人数） 

（特定施設のみ） 
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５）看護職員が必ず勤務している時間帯 〔問 11(5)〕 

看護職員が必ず勤務している時間帯の勤務開始時間は、「９時台」が 40.9％、「８時台」が 32.4％で大

多数を占め、勤務終了時間は「18時台」が 43.5％、「17時台」が 28.3％となっている。。 

その結果、看護職員が必ず勤務している時間数は、「９～10 時間未満」が 58.1％と過半数を占め、平

均は 11.2時間となった。また、「24時間」看護職員が勤務している施設も 11.3％見られた。 

図表 看護職員が必ず勤務している時間帯 

（特定施設のみ） 

 〈勤務開始時刻〉  

 〈勤務終了時刻〉  

図表 看護職員が必ず勤務している時間数 
（特定施設のみ） 

 
 

 

６）夜間の医療対応 〔問 11(6)〕 

夜間にたんの吸引ができ人が「常にいる」施設は 20.3％、「いない場合もある」は 18.9％で、過半数の

施設では「常にいない」状況であった。 

図表 夜間のたんの吸引のできる職員の配置状況 
（特定施設のみ） 
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７）機能訓練指導員数 〔問 11(7)〕 

機能訓練指導員は、「１人」が 61.7％（常勤換算数では 44.9％）と過半数を占め、次いで「２人」が

10.1％（同 25.3％）、平均 1.3人（同 0.6人）であった。 

常勤・専従の職員が「いる」と回答した施設は 39.7％で、常勤・専従の職員の所有資格で最も多かった

のは「看護師」33.5％で、次いで「准看護師」25.2％、「理学療法士」21.1％、「柔道整復師」11.4％の順と

なっている。 

図表 機能訓練指導員数（常勤・非常勤合計） 

（特定施設のみ） 

 

図表 常勤・専従の機能訓練指導員の有無、常勤・専従職員の所有資格 

（特定施設のみ） 
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８）介護職員の採用・離職状況 〔問 11(8)〕 

2016年 7月 1日～2017年 6月 30日の介護職員の採用率をみると、常勤で平均 24.7％、非常勤で

平均 40.4％である。また、同時期の離職率は、常勤で平均 19.9％、非常勤で平均 24.6％となっている。 

昨年度と比べると、エラー・無回答の割合が大幅に高くなっているため単純な比較は難しいが、採用率、

離職率とも低下する傾向が見られている。 

図表 採用率・離職率 
（特定施設のみ） 

   〈採用率〉     

   〈離職率〉     
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３．協力医療機関の状況   ※特定施設の指定を受けた施設のみ 

１）協力医療機関数 〔問 12(1)〕 

介護付有料老人ホームでは、協力医療機関数「１か所」31.1％と「２か所」30.7％がほぼ拮抗し、全体の

６割超を占めており、平均では 2.4箇所となっている。 

住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）もほぼ同様の傾向であるが、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、「０箇所」とする施設も 5.4％見られている。 

図表 協力医療機関数 
（特定施設のみ） 

 

２）主たる協力医療機関の種類 〔問 12(2)〕 

主たる協力医療機関は、介護付有料老人ホームでは「在宅療養支援診療所（無床）」が 33.5％で最も

多く、次いで「その他の病院」が 23.8％、「在宅療養支援病院」が 16.3％を占めている。 

これに対し、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「その他の病院」

が最も多く、それぞれ 28.3％、23.0％を占め、「在宅療養支援診療所（無床）」の割合は２割弱であった。 

図表 主たる協力医療機関の種類 
（特定施設のみ） 
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３）協力歯科医療機関の有無 〔問 12(3)〕 

協力歯科医療機関を有している施設の割合は、介護付有料老人ホームで 88.9％、住宅型有料老人

ホームで 75.1％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 61.8％である。 

図表 協力歯科医療機関の有無 
（特定施設のみ） 
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Ⅵ．入居者のサービス利用の状況 

１．介護保険サービスの利用状況   ※特定施設の指定を受けていない施設のみ 

本節では、特定施設の指定を受けていない
．．．

住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）における、外部の介護サービス事業者からのサービス利用状況を整理する。 

１）介護保険サービスを利用している入居者数 〔問 13(1)〕 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）とも、「10～20 人未満」が最も多く、

次いで「20～30 人未満」となっており、平均利用人数は、住宅型有料老人ホーム 23.7 人、サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設）25.0人である。 

入居者総数に占める介護保険サービス利用者の割合をみると、住宅型有料老人ホームの 62.5％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 35.9％で「100％」となっており、平均利用率は住宅型有

料老人ホームで 95.1％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 86.5％である。 

図表 介護保険サービスを利用している入居者数 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 

 

図表 入居者総数に占める介護保険サービスを利用者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 
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２）入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数 〔問 13(2)〕 

住宅型有料老人ホームの 14.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 10.4％が「1 箇所」と

回答しているが、回答は分散しており、平均数は住宅型有料老人ホーム 5.7 箇所、サービス付き高齢者

向け住宅（非特定施設）5.8箇所である。 

図表 入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 

 

 

３）併設・隣接居宅介護支援事業所でのケアプラン作成割合 〔問 13(3)〕 

介護保険サービスを利用する入居者すべて（「100％」）のケアプランを併設・隣接の居宅介護支援事

業所で作成している施設の割合は、住宅型有料老人ホームで 17.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で 9.9％である。 

平均すると、住宅型有料老人ホームで入居者の 66.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

で 63.6％が併設・隣接の居宅介護支援事業所でケアプランを作成している。 

図表 併設・隣接居宅介護支援事業所でケアプランを作成している入居者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設で、併設・隣接の居宅介護支援事業所がある場合のみ） 
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４）介護保険サービス種類別の利用状況 〔問 10①〕 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）とも、「訪問介護」が最も多く（それぞれ

78.8％、72.0％）、次いで「通所介護、通所リハ」（66.0％、63.5％）、「訪問看護」（20.5％、18.5％）である。 

図表 介護保険サービス種類別 利用者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 

 
注）施設ごとに、各サービスを利用している入居者数（問 13①）を、介護保険サービスを利用している入居者数（問 13(1)）で除して
利用者割合を算出。上記は、施設単位で算出された利用者割合の平均値。 

 

５）併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者 〔問 10②〕 

「訪問介護」は住宅型有料老人ホームで 53.4％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で

48.7％、「通所介護、通所リハ」は住宅型有料老人ホームで 48.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）で 43.7％の人が併設・隣接の事業所からサービスを受けている。 

図表 併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 

 
注）施設ごとに、各サービスの併設・隣接事業所からの入居者数（問 13②）を、介護保険サービスを利用している入居者数（問 13(1)）
で除して割合を算出。上記は、施設単位で算出された利用者割合の平均値。 
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当該サービス事業所が併設されている場合の回答に限定して集計すると、「訪問介護」の利用率は、住宅型

有料老人ホーム 79.43％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）70.7％、「通所介護、通所リハ」はそれ

ぞれ 76.7％、67.4％と高い割合となる。全利用者では利用が少なかった地域密着型サービスの利用率も、併

設・隣接事業所がある施設に限定すると４～５割の人が利用している傾向が見られる。 

図表 併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設で、併設・隣接の当該サービス事業所がある場合のみ） 

 
注）施設ごとに、各サービスの併設・隣接事業所からの入居者数（問 13②）を、介護保険サービスを利用している入居者数（問 13(1)）
で除して割合を算出。上記は、施設単位で算出された利用者割合の平均値。 

６）併設・隣接以外の同一グループの利用者 〔問 10③〕 

併設・隣接以外の同一グループからサービスを受けている利用者の割合は、住宅型有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）とも、「訪問介護」が最も多く、それぞれ 28.2％、18.2％、「通所

介護、通所リハ」が 19.3％、14.9％で、それ以外の利用は少ない状況にある。 

図表 併設・隣接以外の同一グループの事業者からサービスを受けている利用者の割合 
（特定施設の指定を受けていない施設のみ） 

 
注）施設ごとに、各サービスの併設・隣接事業所からの入居者数（問 13②）を、介護保険サービスを利用している入居者数（問 13(1)）
で除して割合を算出。上記は、施設単位で算出された利用者割合の平均値。  
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２．各種加算の算定状況   ※特定施設の指定を受けた施設のみ 

本節では、各種加算の算定状況から把握した特定施設で行われている介護サービスの状況を整理する。

特定施設の指定を受けているサービス付き高齢者向け住宅は少数であることから、両者を区分せず、一体で

集計している。 

１）夜間看護体制加算 〔問 14(1)〕 

夜間看護体制加算を算定しているのは、特定施設の 69.2％である。 

図表 夜間看護体制練加算の算定状況 
（特定施設のみ） 

 
 

２）個別機能訓練加算 〔問 14(2)〕 

個別機能訓練加算を算定しているのは、特定施設の 23.9％である。 

加算算定人数は、「40～50 人未満」が最も多く、加算を算定している施設の 17.2％を占める。１施設

あたり算定人数は平均 48.3人である。 

図表 個別機能訓練加算の算定状況・算定人数 
（特定施設のみ） 
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３）医療機関連携加算 〔問 14(3)〕 

医療機関連携加算を算定しているのは、特定施設の 84.8％である。 

加算算定人数は、「40～50 人未満」が最も多く、加算を算定している施設の 16.3％を占める。１施設

あたり算定人数は平均 40.2人である。 

図表 医療機関連携加算の算定状況・算定人数 
（特定施設のみ） 

 
 

４）認知症専門ケア加算 〔問 14(4)〕 

認知症専門ケア加算を算定しているのは、（Ⅰ）が 0.8％、（Ⅱ）が 0.2％である。 

加算算定人数は、算定している 16施設の中では、「15～20人未満」が最も多く、１施設あたり算定人数

は平均 12.8人である。 

図表 認知症専門ケア加算の算定状況・算定人数 
（特定施設のみ） 
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4.3 11.3

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満

50～60人未満 60～70人未満 70～80人未満 80人以上 無回答

％

平均

40.2人

N=1,383

0.8 0.2

95.2 3.8

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

加算あり（Ⅰ) 加算あり（Ⅱ） 加算なし 無回答

％

N=1,631

25.0 12.5 37.5 6.3 6.3 12.5

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

10人未満 10～15人未満 15～20人未満 20～25人未満 25人以上 無回答

％

平均

12.8人

N=16
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５）サービス提供体制強化加算 〔問 14(5)〕 

サービス提供体制加算を算定しているのは、特定施設の 70.7％である。 

加算種別にみると、（Ⅲ）が最も多く特定施設の 24.8％で算定されており、次いで（Ⅱ）が 19.8％である。 

図表 サービス提供体制強化加算の加算種別 
（特定施設のみ） 

 
 

６）介護職員処遇改善加算 〔問 14(6)〕 

介護職員処遇改善加算を算定しているのは、特定施設の 83.6％である。 

加算種別にみると、（Ⅰ）が特定施設の 71.4％で算定されており、次いで（Ⅱ）が 7.2％である。 

図表 介護職員処遇改善加算の加算種別 
（特定施設のみ） 

 
 

７）看取り介護加算 〔問 14(7)〕 

看取り介護加算算定の「届出している」のは特定施設の 57.3％である。しかし、「届出をしている」施設

の 46.2％は半年間（2017 年１～６月）の累計算定人数が「０人」と実績がなく、１人以上の看取り実績があ

るのは「届出をしている」施設の 45.3％（特定施設全体の 26.0％）、１施設あたり算定人数は平均 1.7人で

ある。 

図表 看取り介護加算の算定状況・算定人数（1～6 月の累計） 
（特定施設のみ） 

 

16.7 9.3 19.8 24.8 25.0 4.3

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

（Ⅰ）イ （Ⅰ）ロ （Ⅱ） （Ⅲ） 加算なし 無回答

％

N=1,631
70.7％

71.4 7.2 3.7

0.4 0.8

11.5 5.0

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅳ） （Ⅴ） 加算なし 無回答

％

N=1,631
83.6％

57.3 39.5

3.1

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

届出している 届出していない 無回答

％

N=1,631

46.2 12.9 8.6 12.9 10.9 8.4

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

０人 １人 ２人 ３～５人未満 ５人以上 無回答

％

平均

1.7人

N=935



－ 74 － 

３．短期利用特定施設入居者介護の利用状況   ※特定施設の指定を受けた施設のみ 

１）短期利用の届出状況・利用回数・合計利用日数 〔問 15(1)(2)(3)〕 

短期利用特定施設入居者生活介護の「届出している」のは特定施設の 26.8％である。しかし、「届出を

している」施設の 41.6％は半年間（2017年１～６月）の利用回数が「０回」と実績がなく、１回以上の実績が

あるのは「届出をしている」施設の 52.4％（特定施設全体の 14.0％）である。 

利用回数は１施設あたり平均 11.3回、合計利用日数は１施設あたり平均 84.4日である。 

図表 短期利用の届出状況・利用回数・合計利用日数 
（特定施設のみ） 

 
  

26.8 65.2 8.0

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

届出している 届出していない 無回答

％

N=1,631

41.6 7.8 4.3 5.5 8.9 25.9 5.9

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

０回 １回 ２回 ３～５回未満 ５～10回未満 10回以上 無回答

％

平均

11.3回

N=437
52.4％

41.0 6.4 9.2 5.7

2.7 3.9

23.3 7.8

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

０日 10日未満 10～30日未満 30～50日未満

50～70日未満 70～100日未満 100日以上 無回答

％

平均

84.4日

N=437
51.3％
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２）短期利用の利用条件の影響 〔問 15(4)(5)〕 

現行制度では、短期利用特定施設入居者生活介護は、入居定員の１割以下という基準があることから、

定員規模別に最も短期利用が多い日の利用者数を把握したところ、ちょうど１割と回答した施設は、短期

利用実績を有する 437施設中 24施設（5.5％）であった。 

また、定員の 10％までという上限のために、短期利用を断った人数は、短期利用を実施している施設

の 71.6％が「0 人」と答えたが、5.0％は断った経験を有しており、その１施設あたり平均人数は 0.4 人、最

大では 23人という施設も見られた。 

《参考》 短期利用特定施設入居者生活介護の算定要件 

 特定施設入居者生活介護事業所が初めて指定を受けた日から起算して３年以上経過していること。 

 入居定員の範囲内で空室の居室（定員が１人であるものに限る。）を利用すること。 
ただし、短期利用の利用者は、入居定員の 100分の 10以下であること。 

 利用の開始にあたって、あらかじめ 30日以内の利用機関を定めること。 

 短期利用の利用者数を除く入居者が、入居定員の 100分の 80以上であること。 

 権利金その他の金品を受領しないこと。 

 介護保険放蕩の規定による勧告等を受けた日から起算して５年以上であること。 

図表 定員規模別 最も短期利用が多い日の利用者数 

 

図表 定員の 10％までという条件のために短期利用を断った人数（１～６月の半年間） 
（特定施設のみ） 

 
  

0人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人
エラー・
無回答

計

10人未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10～20人未満 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7

20～30人未満 17 6 2 0 0 0 0 0 0 0 6 31

30～40人未満 25 10 4 5 0 0 0 0 0 0 6 50

40～50人未満 37 11 8 4 5 0 0 0 0 0 10 75

50～60人未満 38 13 4 4 4 5 0 0 0 0 14 82

60～70人未満 21 7 6 4 1 5 4 0 0 0 16 64

70～80人未満 8 4 5 2 0 1 0 1 0 0 25 46

80～90人未満 8 3 0 0 1 2 1 0 0 0 8 23

90～100人未満 2 2 0 0 0 0 1 0 0 0 3 8

100～110人未満 6 2 3 1 1 1 1 0 0 0 7 22

110～120人未満 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 3 6

120～130人未満 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 4 6

130～140人未満 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

140～150人未満 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4

150～200人未満 3 1 0 0 0 1 0 0 0 0 3 8

200人以上 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3

計 173 64 33 20 12 15 7 2 1 1 109 437

71.6

2.7 1.1 1.1

23.3

0 20 40 60 80 100

特定施設（計）

０人 ５人未満 ５～10人未満 10人以上 無回答

％

平均

0.4人

N=437
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４．入居者の医療サービスの利用状況 

１）往診・訪問診療を受けた入居者の割合 〔問 16(1)(2)〕 

入居者総数に占める往診・訪問診療を受けた入居者の割合は、介護付有料老人ホームで平均 80.1％、

住宅型有料老人ホームで平均６4.9％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 44.6％となっている。

このうち、最も多く利用している医療機関から往診・訪問診療を受けた入居者の割合は、介護付有料老人

ホームで平均 64.4％、住宅型有料老人ホームで平均 58.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

で 32.2％である。この割合が「100％」と回答した施設は、介護付有料老人ホームの 10.9％、住宅型有料

老人ホームの 13.8％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 5.8％となっている。入居者総数を

分母として算出した割合のため、疾患を持っている入居者が少ない施設や、要介護度が軽い人が多く通

院をベースとしている施設では、この割合が低く出ることが影響していると考えられる。 

図表 往診・訪問診療を受けた入居者の割合 

 <全体>  

 〈最も多く利用している医療機関〉 
       

注）往診・訪問診療を受けた入居者数、最も多く利用している医療機関から往診・訪問診療を受けた入居者数を、それぞれ

入居者総数で除して算出 

  

4.3

2.0

5.7

7.8

8.1

2.2

1.5

2.6

4.2

4.1

3.6

2.9

4.0

9.9

10.2

2.6

1.9

3.1

7.3

7.4

3.9

2.7

4.6

5.9

6.1

6.7

8.0

5.9

5.8

5.7

8.2

14.3

4.6

3.2

2.9

16.6

17.3

16.2

7.6

7.0

51.9

49.5

53.3

48.4

48.5

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

０％ 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満

70～90％未満 90～100％未満 100％ 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

平均

80.1％

64.9％

46.0％

44.6％

70.9％

N=3,990

5.9

3.9

7.1

8.5

8.8

2.2

2.7

1.9

4.3

4.1

3.9

3.9

3.9

10.8

11.1

3.5

3.0

3.7

6.2

6.3

3.7

3.7

3.7

3.7

3.7

4.5

6.1

3.5

3.7

3.5

3.7

5.6

2.6

2.0

1.8

12.7

10.9

13.8

6.1

5.8

59.9

60.2

59.7

54.7

54.9

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

０％ 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満

70～90％未満 90～100％未満 100％ 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

平均

64.4％

58.5％

39.2％

38.2％

60.7％

N=3,990
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入居者数ベースで、利用頻度の分布みると、いずれの施設類型でも「月２回」の割合が圧倒的に高く、

介護付有料老人ホームで 72.7％、住宅型有料老人ホームで 62.9％、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で 55.6％を占めている。「月３回以上」利用している入居者の割合は、いずれの施設類型でも

5％程度であった。 

なお、最も多く利用している医療機関に限定すると、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向

け住宅（非特定施設）で「月２回」の割合が全体でみるよりも高いことが確認された。 

図表 往診・訪問診療の利用頻度別利用者数(人数積み上げ) 

 <全体>  

 〈最も多く利用している医療機関〉 

 
  

13.4

11.7

15.3

28.1

30.1

12.5

9.8

15.5

9.9

9.9

68.1

72.7

62.9

56.6

55.6

6.0

5.8

6.2

5.4

4.4

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

月０回(利用していない) 月１回 月２回 月３回以上

％

n=45,991

n=39,934

n=32,621

n=29,044

n=85,925

7.7

9.3

5.8

12.5

13.5

14.5

11.8

17.8

12.2

12.3

70.5

72.3

68.5

67.9

68.2

7.3

6.7

7.9

7.4

6.0

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

月０回(利用していない) 月１回 月２回 月３回以上

％

n=28,871

n=24,110

n=19,432

n=16,934

n=52,981
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２）往診・訪問診療を最も多く利用している医療機関 〔問 16(3)〕 

往診・訪問診療を最も多く利用している医療機関が「併設」または「隣接」の医療機関である割合は、

介護付有料老人ホームで 6.9％、住宅型有料老人ホームで 6.8％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）で 10.4％と全体に少なく、約８割は併設・隣接以外の医療機関となっている。 

往診・訪問診療を最も多く利用している医療機関と施設との関係では、「関連法人」と回答したのは、介

護付有料老人ホームで 14.7％、住宅型有料老人ホームで 14.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で 21.0％となっており、７～８割は「関連なし」である。 

いずれの施設類型においても、最も多く利用している医療機関が協力医療機関であるケースが７割超

となった。 

また、医療機関の種類は、介護付有料老人ホームでは「在宅療養支援診療所（無床）」であるケースが

最も多く 29.6％、次いで「その他の病院」が 21.2％となっているのに対し、住宅型有料老人ホームでは「そ

の他の病院」が最も多く 26.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「在宅療養支援診療所

（無床）」22.1％と「その他の診療所（無床）」21.1％が拮抗する形となった。 

図表 往診・訪問診療が最も多い医療機関の併設・隣接状況 

 

図表 往診・訪問診療が最も多い医療機関との関係 
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3.2
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3.6

4.3
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4.6
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6.9

80.6
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81.8

77.3

77.1
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14.4

11.4
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介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

併設 隣接 その他 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990

14.3

14.7

14.0

21.3

21.0

75.0

71.4

77.3

69.7

69.9

10.7

13.9

8.7

9.0

9.1

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

関連法人 関連なし 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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図表 往診・訪問診療が最も多い医療機関は協力医療機関であるか 

 

図表 往診・訪問診療が最も多い医療機関の種類 
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76.3
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15.4
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12.3

8.2
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9.1
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有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

協力医療機関である 協力医療機関ではない 無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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9.1

9.5

11.6

11.7

0.9

0.3

1.2

0.7

0.7
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21.2

26.5

19.1

19.0

3.2

3.6

2.9

5.4

5.5

23.4

29.6

19.7

22.2

22.1

4.3

4.1

4.3

5.0

5.0

19.4

15.3

21.8

21.4

21.1

1.6

1.6

1.5

1.5

1.5

13.5

15.2

12.5

13.2

13.4

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

在宅療養支援病院 精神病院 その他の病院

在宅療養支援診療所（有床） 在宅療養支援診療所（無床） その他の診療所（有床）

その他の診療所（無床） その他 無回答

％

N=1,499

N=2,466

N=1,799

N=1,670

N=3,965
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３）訪問歯科診療の受診人数 〔問 16(4)〕 

入居者の歯科診療（外来・訪問歯科診療合計）受診割合は、介護付有料老人ホームで平均 37.5％、

住宅型有料老人ホームで 21.3％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 20.0％である。入居者

が全く歯科診療を受けていない（0％と回答）施設も、介護付有料老人ホームで 2.6％、住宅型有料老人

ホームで 10.9％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 11.2％見られた。 

このうち、歯科診療を外来で受診している人数は、介護付有料老人ホームでは平均 2.1 人、住宅型有

料老人ホームで 1.2 人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 2.1 人である。外来で受診してい

る人がいない（「0 人」）の割合は、介護付有料老人ホーム 36.8％、住宅型有料老人ホーム 42.8％、サー

ビス付き高齢者向け住宅（非特定施設）30.6％となっている。 

これに対し、訪問歯科診療で受診している人数は、介護付有料老人ホームで平均 16.4 人、住宅型有

料老人ホームで 5.2人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 4.5人となっている。 

歯科診療の主な受診理由は、いずれの施設類型でも「義歯の調整」が最も多く、約 7 割を占めており、

次いで「う歯（虫歯）」が約４割、「歯周病」が約３割となっている。「摂食・嚥下の訓練」を主な理由としてい

る施設の割合は、介護付有料老人ホームで 19.5％、住宅型有料老人ホームで 12.9％、サービス付き高

齢者向け住宅（非特定施設）で 11.4％であった。 

図表 入居者の歯科診療受診割合（外来・訪問歯科診療合計） 
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図表 歯科診療 ―訪問歯科診療での受診人数 

 

図表 歯科診療の主な受診理由（複数回答） 
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Ⅶ．入居者の生活の質の向上をめざした取り組み 

１．自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組み 〔問 17〕 

本調査では、自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みとして、以下の４つの系統に沿って

13＋１項目（施設内でのイベントの開催）の取り組み内容を設定し、その実施状況を把握した。 

 予防トレーニング系：「筋力トレ」「歩行訓練」「認知症予防」 

 主体的機会づくり系：「入居者企画イベント」「入居者企画サークル」「家事主体的に行う」 

 基礎的管理系：「水分管理」「栄養管理」「口腔ケア」 

 ケアからの自立系：「減薬」「排泄自立」「経口摂取」 

１）自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの状況 〔問 17①②〕 

いずれの施設類型においても、「取り組んでいる」「特に力を入れて取り組んでいる」割合が高いのは、

「水分摂取の管理」、「栄養・食事の管理」、「口腔ケア」と「施設内でのイベントの開催」である。 

これらいずれも、「施設が直接行っている」割合が高く、外部事業者等と連携しているケースは低くなって

いる。 

図表 自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの状況 
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２）取り組み内容系統別にみた力を入れている取り組みの状況 〔問 17①より作成〕 

本調査で採り上げた取り組み内容を、以下の４つの系統に類型化し、類型ごとに「特に力を入れて取り

組んでいる」取り組みの数を集計した。 

 予防トレーニング系：「筋力トレ」「歩行訓練」「認知症予防」 

 主体的機会づくり系：「入居者企画イベント」「入居者企画サークル」「家事主体的に行う」 

 基礎的管理系：「水分管理」「栄養管理」「口腔ケア」 

 ケアからの自立系：「減薬」「排泄自立」「経口摂取」 

いずれの取り組み類型でも、特に力を入れている取り組み「なし」がおおむね７割以上を占めており、

介護付有料老人ホームでは「基礎的管理系」や「予防トレーニング系」で力を入れている取り組みがある

割合がやや高く、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）でも「基礎的管

理系」が４つの取り組み類型の中で最も力を入れている取り組みがある割合が高かった。 

図表 自立支援/入居者主体等の生活・ケアのため力を入れている取り組み 
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３）自立支援/入居者主体等の生活・ケアのために力を入れている取り組みに関するクロス集計 

（１）日中の職員数別にみた力を入れている取り組みの状況 〔クロス集計〕 

日中の職員数と取り組み状況との関係を見ると、「予防トレーニング系」は、いずれの施設類型でも職

員数が多いほど、特に力を入れている取り組みがある割合が高い。 

また、「ケアからの自立」に関し、介護付有料老人ホームでは日中の職員数が多いほど、力を入れて

いる取り組みがある割合が高い。 

それ以外では、必ずしも職員数が多いからといって力を入れている取り組みがある割合が高いとは

言えない状況であった。 

図表 日中の職員数別にみた力を入れている取り組み 

 
 

（２）外部事業者との連携有無別にみた力を入れている取り組みの状況 〔クロス集計〕 

外部事業者との連携有無との関係を見ると、いずれの系統の取り組み、いずれの施設類型でも、外部

事業者との連携がある場合に、特に力を入れている取り組みがある割合が高く、特に主体的機会作り及

びケアからの自立系取り組みにおいて顕著であるい。 

特に、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、外部事業者との連携がある場合に特に力を

入れている取り組みがある割合と、連携がない場合とで非常に大きな差が生じている。 

図表 外部事業者との連携有無別にみた力を入れている取り組み 
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（３）入居時の状態別にみた力を入れている取り組みの状況 〔クロス集計〕 

入居時に自立～軽度の人を対象にする施設と要介護者を中心に受け入れる施設との傾向の違いを

みるため、入居時に「自立」～「要支援２」の人の割合別の傾向を分析した。 

介護付有料老人ホームでは、「予防トレーニング系」、「主体的機会づくり系」、「基礎的管理系」については

入居時の自立～軽度者の割合が高い施設ほど特に力を入れている取り組みがある割合が高くなる傾向が

見られるが、「ケアからの自立系」については、入居時の自立～軽度者の割合が低い施設ほど力を入れ

ている取り組みがある割合が高い。 

住宅型有料老人ホームについては、いずれの取り組みも明確な傾向は見られなかった。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「主体的機会づくり系」、「ケアからの自立系」に

ついては入居時の自立～軽度者の割合が高い施設ほど力を入れている取り組みがある割合が高くなる

傾向が見られ、「基礎的管理系」は居時の自立～軽度者の割合が低い施設ほど力を入れている取り組み

がある割合が高い結果となった。 

図表 入居時に「自立」～「要支援２」の人の割合別にみた自立支援/入居者主体等の生活・ケアへの取り組み状況 
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（４）下剤・眠剤の服用状況別にみた力を入れている取り組みの状況 〔クロス集計〕 

薬の服用状況と、自立支援/入居者主体等の生活・ケアへの取り組みにおいて、明確な相関が見られ

るのは、以下の点に限定される。 

・住宅型有料老人ホームでは、眠剤の服用割合が高いほど基礎的管理系に力を入れている取り組み

がある割合が低い傾向が見られる 

・サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、下剤の服用割合が高いほど基礎的管理系やケア

からの自立系で、力を入れている取り組みがある割合も高い傾向が見られる。また、眠剤の服用割合が

高いほど、予防トレーニング系や基礎的管理系の力を入れている取り組みがある割合も高い傾向が

見られる。 

図表 下剤の服用状況別にみた自立支援/入居者主体等の生活・ケアへの取り組み状況合 

 

図表 眠剤の服用状況別にみた自立支援/入居者主体等の生活・ケアへの取り組み状況合 
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（５）下剤・眠剤の服用と減薬・排泄自立の取り組みの状況 〔クロス集計〕 

入居者に占める下剤を服用している人の割合別に排泄の自立をめざした取り組み状況をみると、介

護付有料老人ホームではあまり関連性が見られないが、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅（非特定施設）では、服用している人の割合が高い施設ほど排泄の自立をめざした取り組みに

関し「取り組んでいる」割合が高い傾向が見られた。 

下剤を服用している人の割合別に減薬のための取り組み状況を見ると、同様に、介護付有料老人

ホームではあまり関連性が見られないが、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）では、服用している人の割合が高い施設ほど減薬に「取り組んでいる」割合が高い傾向が見ら

れた。 

眠剤を服用している人の割合別に減薬のための取り組み状況を見ると、介護付有料老人ホームや住

宅型有料老人ホームではあまり関連性が見られないが、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で

は、服用している人の割合が高い施設ほど減薬に「取り組んでいる」割合が高い傾向が見られた。 

図表 下剤を服用している入居者の割合別にみた排泄の自立をめざした取り組みの状況 
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図表 下剤・眠剤を服用している入居者の割合別にみた減薬への取り組み状況 
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57.5

58.2

61.5

69.0

60.0

31.1

39.9

44.1

41.7

42.6

43.5

14.9

26.5

32.8

40.1

41.2

38.5

22.2

32.6

34.5

32.8

24.1

30.0

56.6

49.5

46.4

48.0

44.4

45.7

79.8

67.3

60.5

52.5

58.8

46.2

5.6

2.5

2.4

2.9

6.9

0.0

8.2

4.7

5.7

4.7

9.3

6.5

4.8

4.2

4.7

4.0

0.0

15.4

0 20 40 60 80 100

０％ N=18

20％未満 N=353

20～40％未満 N=548

40～60％未満 N=174

60～80％未満 N=29

80％以上 N=10

０％ N=196

20％未満 N=511

20～40％未満 N=923

40～60％未満 N=429

60～80％未満 N=108

80％以上 N=46

０％ N=208

20％未満 N=480

20～40％未満 N=512

40～60％未満 N=177

60～80％未満 N=51

80％以上 N=13

介
護

付
住

宅
型

サ
付

（非
特

）

特に力を入れて取り組んでいる 取り組んでいる 取り組んでいない 無回答

％
眠剤を服用している

人の割合

減薬のための取り組み
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４）自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの費用 〔問 17③〕 

｢筋力の維持・向上のためのトレーニング等｣、「歩行訓練」、「認知症予防のためのプログラム」等は、実

施している場合、多くの場合は「原則基本サービスに含む」となっており、「別途実費等を徴収」している事

業者は１～２割程度であった。 

施設類型別に見ると、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）や住宅型有料老人ホームは、介護付

有料老人ホームに比べて「別途実費等を徴収」している」割合が高い。 

図表 自立支援/入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの費用 

 
  

75.9

68.4

81.3

54.4

54.3

61.1

57.5

51.4

58.3

11.8

10.4

4.5

19.8

18.3

9.2

21.3

23.5

14.9

12.3

21.2

14.2

25.8

27.4

29.7

21.3

25.1

26.8

0 20 40 60 80 100

筋力の維持・向上のためのトレーニング等

歩行訓練

認知症予防のためのプログラム

筋力の維持・向上のためのトレーニング等

歩行訓練

認知症予防のためのプログラム

筋力の維持・向上のためのトレーニング等

歩行訓練

認知症予防のためのプログラム

原則基本サービスに含む 別途実費等を徴収 無回答

％

N=1,297

N=913

N=1,499

N=1,465

N=1,105

N=814

N=718

N=590

介
護
付

住
宅
型

サ
付
（
非
特
）

N=1,178
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（１）費用負担の形態別にみた予防トレーニング系の取り組みの状況 〔クロス集計〕 

予防トレーニング系の取り組みに関し、費用負担の形態と取り組み状況との関係性をみると、「筋力の

維持・向上のためのトレーニング等」や「歩行訓練」は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では

「別途費用を徴収」の場合の方が「特に力を入れて取り組んでいる」割合が高いが、介護付有料老人

ホームでは「原則基本サービスに含む」方が「特に力を入れて取り組んでいる」割合が高い。 

一方で、「認知症予防のためのプログラム」に関しては、いずれの施設類型においても、「別途費用を

徴収」の場合の方が「特に力を入れて取り組んでいる」割合が高い。 

図表 費用負担の形態別にみた予防トレーニング系の取り組みの状況 

 

 

 
注）各取り組みに「取り組んでいる」「特に力を入れて取り組んでいる」場合に費用負担の形態を回答する形式

の設問となっている。 

21.6

11.5

10.8

12.5

10.5

19.7

78.4

88.5

89.2

87.5

89.5

80.3

0 20 40 60 80 100

原則基本サービスに含む N=894

別途実費等を徴収 N=139

原則基本サービスに含む N=816

別途実費等を徴収 N=297

原則基本サービスに含む N=468

別途実費等を徴収 N=173

介
護

付
住

宅
型

サ
付

(非
特

)

特に力を入れて取り組んでいる 取り組んでいる

％

筋力の維持・向上のためのトレーニング等

19.2

9.6

9.5

10.4

10.3

16.0

80.8

90.4

90.5

89.6

89.7

84.0

0 20 40 60 80 100

原則基本サービスに含む N=894

別途実費等を徴収 N=139

原則基本サービスに含む N=816

別途実費等を徴収 N=297

原則基本サービスに含む N=468

別途実費等を徴収 N=173

介
護

付
住

宅
型

サ
付

(非
特

)

特に力を入れて取り組んでいる 取り組んでいる

％

歩行訓練

17.7

39.0

9.2

14.7

7.0

17.0

82.3

61.0

90.8

85.3

93.0

83.0

0 20 40 60 80 100

原則基本サービスに含む N=894

別途実費等を徴収 N=139

原則基本サービスに含む N=816

別途実費等を徴収 N=297

原則基本サービスに含む N=468

別途実費等を徴収 N=173

介
護

付
住

宅
型

サ
付

(非
特

)

特に力を入れて取り組んでいる 取り組んでいる

％

認知症予防のためのプログラム
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２．入居者の買い物等の状況 〔問 18〕 

「入居者が買い物等に出かける（職員の同行を含む）」や「希望に応じて、施設の職員が買い物等を代行

する」は「随時/定期的に実施している」割合が高く、「実施したことがある」までを含めると、おおむね８割の

施設で実施されている。施設種別で見ると、住宅型有料老人ホームでは、他の２種に比べてやや低い。 

一方で、「地域の商店等による出張販売会、青空市等の開催」や「希望者を募って、入居者を集めて買い

物等に出かける」の実施率はやや低く、過半数に満たない。施設種別で見ると、介護付有料老人ホームが

他の２種に比べてやや実施率が高い。実施されている施設における半年間の実施回数は、「出張販売会、

青空市等」は半年間に 9～13 回程度（おおむね月に 1.5～2 回程度）、「入居者を集めて買い物等に出る」

は 3～5回程度（同 0.5～1回程度）であった。 

図表 入居者の買い物等の状況 

 

 

 
 

48.9

78.7

28.7

30.4

36.4

18.8

11.9

27.9

9.5

1.9

53.8

36.6

5.1

0.7

5.5

5.0

0 20 40 60 80 100

入居者が個別に買い物等に出かける

（職員の同行を含む）

希望に応じて、施設の職員が買い物等

を代行する

地域の商店等による出張販売会、

青空市等の開催

希望者を募って、入居者を集めて買い物

等に出かける

随時/定期的に実施 実施したことがある 実施していない 無回答

％

N=1,501

<介護付>

37.6

50.9

9.2

10.1

36.6

33.1

7.5

20.1

22.5

13.5

78.7

65.9

3.3

2.6

4.5

3.9

0 20 40 60 80 100

入居者が個別に買い物等に出かける

（職員の同行を含む）

希望に応じて、施設の職員が買い物等

を代行する

地域の商店等による出張販売会、

青空市等の開催

希望者を募って、入居者を集めて買い物

等に出かける

随時/定期的に実施 実施したことがある 実施していない 無回答

％

N=2,489

<住宅型>

54.5

54.5

17.2

11.0

31.5

31.5

10.4

17.8

12.1

12.1

69.8

68.6

1.9

1.9

2.7

2.6

0 20 40 60 80 100

入居者が個別に買い物等に出かける

（職員の同行を含む）

希望に応じて、施設の職員が買い物等

を代行する

地域の商店等による出張販売会、

青空市等の開催

希望者を募って、入居者を集めて買い物

等に出かける

随時/定期的に実施 実施したことがある 実施していない 無回答

％

N=1,766

<サ付(非特)>
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図表 入居者の買い物等の状況 ―半年間の実施回数 

（「随時/定期的に実施」・「実施したことがある」場合のみ） 

 

 

  

5.7

7.2

4.3

26.9

23.8

25.9

4.4

6.3

5.1

29.8

12.3

14.8

10.2

12.7

9.7

8.9

14.9

18.7

4.1

4.8

7.2

10.0

18.0

14.4

0 20 40 60 80 100

介護付

住宅型

サ付（非特）

<地域の商店等による出張販売会、青空市等の開催>

０回 １～２回 ３～４回 ５～９回 10～19回 20～29回 30回以上 無回答

％

N=610

N=416

N=487

平均

9.1回

10.8回

12.8回

19.1

5.3

5.7

33.0

45.2

43.0

10.8

12.2

11.0

10.4

13.7

13.2

8.1

4.1

7.5

5.3

1.7

4.9

1.9

0.7

1.8

11.4

17.0

13.0

0 20 40 60 80 100

介護付

住宅型

サ付（非特）

<希望者を募って、入居者を集めて買い物等に出かける>

０回 １～２回 ３～４回 ５～９回 10～19回 20～29回 30回以上 無回答

％

N=876

N=752

N=509

平均

5.1回

3.7回

5.4回
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３．第三者評価について 〔問 19〕 

第三者評価を定期的に受審している施設の割合は、介護付有料老人ホームで 10.1％、住宅型有料老人

ホームで 8.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 5.3％と少ないが、定期的な受審ではない

が受審したことがある施設を含めると、介護付有料老人ホームの27.4％、住宅型有料老人ホームの18.8％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 10.8％が受審経験を有している。 

第三者評価を受審する理由は、｢サービスの実施状況や改善への手がかりを自らが把握することができ

る｣が約６割、「事業の透明性を確保でき、入居者や家族が住まい・サービスに対して安心感を持つことがで

きる」が約５割となっている。 

これに対し、受審しない理由は、回答が分散する傾向にあり、介護付有料老人ホームでは「点検項目数

が多いなど、作業負担が大きい」（37.0％）や「第三者評価の必要性を感じない」（35.8％）が相対的に多く、

住宅型有料老人ホームでは「その他」（27.3％）、「費用負担が大きい」（26.4％）が相対的に多い。サービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）は住宅型有料老人ホームに近い回答傾向である、 

図表 第三者評価の受審状況 

 
  

8.8

10.1

8.0

5.4

5.3

13.2

17.3

10.8

5.8

5.5

72.7

66.9

76.2

84.2

84.7

5.3

5.7

5.0

4.6

4.6

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

定期的に第三者評価を受審している（３年に１回以上の受審）

第三者評価を受審したことがあるが、定期的な受審はしていない

これまで第三者評価を受審したことがない

無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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図表 第三者評価を受審する理由・受審しない理由（上位２つまで） 

 

  

61.5

31.6

4.3

50.1

7.5

5.8

66.2

24.3

4.6

53.3

7.5

5.1

57.5

38.0

4.1

47.2

7.5

6.4

60.4

34.9

7.5

50.9

4.7

6.1

57.9

37.4

7.4

50.5

4.7

5.8

0 20 40 60 80 100

サービスの実施状況や改善への手がかりを

自らが把握することができる

入居者の事業所に対する評価や意向が

把握できる

他事業所と比較することができる

事業の透明性を確保でき、

入居者や家族が住まい・サービスに対して

安心感を持つことができる

その他

無回答

有老（計）

N=879

介護付

N=411

住宅型

N=468

サ付（計）

N=212

サ付（非特）

N=190

％

26.1

30.3

1.3

24.3

8.5

25.9

14.3

25.7

37.0

0.7

35.8

3.7

23.4

11.1

26.4

26.3

1.7

17.6

11.2

27.3

16.1

22.3

19.7

0.6

20.7

11.5

27.9

17.9

22.2

19.1

0.7

20.9

12.1

27.6

18.0

0 20 40 60 80 100

費用負担が大きい

点検項目数が多いなど、

作業負担が大きい

結果が公表されることに

抵抗がある

第三者評価の必要性を感じない

第三者評価事業を知らない

その他

無回答

有老（計）

N=3,427

介護付

N=1,263

住宅型

N=2,164

サ付（計）

N=1,707

サ付（非特）

N=1,592

％
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Ⅷ．入居者と地域との関わり 

１．地域との関わり 〔問 20〕 

１）地域ケア会議や多職種連携会議等への参加状況 〔問 20(1)〕 

いずれの施設類型でも地域ケア会議や多職種連携会議等に「参加したことがある」割合は５割強で

あったが、施設類型の中では介護付有料老人ホームが最も低い結果となった。 

図表 地域ケア会議や多職種連携会議等への参加状況 

 
  

54.1

50.5

56.3

53.6

54.0

30.9

32.4

29.9

30.6

30.1

9.3

10.3

8.7

8.6

8.6

5.7

6.7

5.1

7.2

7.4

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

参加したことがある

どのようなものかは知っているが、参加したことはない

どのようなものか知らない

無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990
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２）町内会・自治会等への加入状況 〔問 20(2)〕 

町内会・自治会等への加入状況は、介護付有料老人ホームでは「ホームとして加入（入居者全員が会

員）」という施設が 57.8％を占めている。入居者ごとに加入するケースを含めても、介護付有料老人ホーム

が 65.0％であるのに対し、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では

53.2％に留まっている。 

なお、特定施設を対象に平成 22 年に実施された調査結果では、「ホームとして加入（入居者全員が会

員）」の割合は 46.6％、入居者ごとに加入するケースを含めても 53.8％であったことを考えると、７年間で

自治会等への加入が進んだことがうかがわれる。 

図表 町内会・自治会等への加入状況 

 

《参考》 町内会・自治会等への加入状況（平成 22 年度特定施設調査より） 

   
出所）（株）野村総合研究所「地域社会及び経済における特定施設の役割及び貢献に関する調査研究」（平成 23年 2月）より 

  

49.3

57.8

44.2

39.4

39.4

0.8

0.7

0.8

1.6

1.6

7.5

6.5

8.2

11.9

12.1

37.6

28.5

43.0

40.1

39.9

4.8

6.5

3.7

7.1

7.0

0 20 40 60 80 100

有老（計）

介護付

住宅型

サ付（計）

サ付（非特）

ホームとして加入（入居者全員が会員）

入居者ごとに加入するが、全員が加入している

入居者ごとに加入するため、一部入居者のみが加入している

加入していない・加入している入居者はいない

無回答

％

N=1,501

N=2,489

N=1,896

N=1,766

N=3,990

46.6

1.2

6.0 41.6 4.6

0 20 40 60 80 100

N=1,509

ホームとして加入（入居者全員が会員）

入居者ごとに加入するが、全員が加入している

入居者ごとに加入するため、一部入居者のみが加入している

加入していない・加入している入居者はいない

無回答

％
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３）自治体と連携して行っている防災のための取り組み 〔問 20(3)〕 

自治体と連携して行っている防災のための取り組みについては、「災害に備えた食糧等の備蓄」や「災

害時の一時避難場所・退避場所の提供」などが相対的に多いが、最も多い「災害に備えた食糧等の備蓄」

でも取り組みを実践している施設は３割程度に留まっている。 

図表 自治体と連携して行っている防災のための取り組み 
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２．施設の建物・設備等の地域への開放状況 〔問 21〕 

施設の建物・設備の中で、最も利用されているのは「入浴設備」や「庭・駐車場等屋外のフリースペース」

であるが、大半は「入居者のみが利用」となっている。 

「入居者に加え地域住民も利用」している割合が最も高いのは、「庭・駐車場等屋外のフリースペース」で

約 15％程度、次いで「多目的ホール・集会室・ギャラリー等」が１割程度、「会議室等」が 5％程度となっている。 

施設類型による違いはほとんどないが、「食堂・レストラン」に関しては、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）の場合に、他施設よりも若干「入居者に加え地域住民も利用」している割合が高い傾向が見られる。 

図表 施設の建物・設備等の地域への開放状況 
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３．施設の機能を活かした入居者以外の地域住民等へのサービス提供の状況 〔問 22〕 

現在、入居者向け・地域住民向け合わせて実施されている割合の高い上位３項目は、「体験入居」、「食事

の提供（給食型）」、「見守り・安否確認サービス」で、施設類型により順位が入れ替わるが、上位３項目は共

通している。 

入居者向け・地域住民向けの合計で提供している割合が高いのは、いずれの施設類型でも「体験入居」

が最も多く、介護付有料老人ホームで 39.6％、住宅型有料老人ホームで 28.8％、サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）で 22.1％となっている。これらに次いで、「地域の行事・イベント等の企画・運営への参

加」、「一般高齢者福祉サービスとしての短期利用（緊急時ショートステイ）」が施設類型によらず共通して上

位を占めている。介護付有料老人ホームでは、「各種セミナー・講演会、専門家による相談会」が「体験入居」

に次いで多いのが特徴的である。 

今後、地域住民に対して提供予定がある事項は、「地域の行事・イベント等の企画・運営への参加」、「体

験入居」の２つが上位３位までに入る点は共通しているが、もう１つの項目は施設類型によってやや違いが

見られる。介護付有料老人ホームでは「ボランティア活動・地域活動等の紹介・あっせん」（第３位）、住宅型

有料老人ホームでは、「空室（空床）利用型の宿泊サービス（保険外・自費負担サービス）」（第３位）、サービ

ス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「各種セミナー・講演会、専門家等による相談会」（第２位）となっ

ている。 

図表 施設の機能を活かした入居者以外の地域住民等へのサービス提供の状況 

 
注）②は①で地域住民に対して既に提供している施設を除いて集計 
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図表 施設の機能を活かした入居者以外の地域住民等へのサービス提供の状況 

 
注）②は①で地域住民に対して既に提供している施設を除いて集計 
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身体機能維持のための軽運動・介護予防・リハビリ等

認知症予防のためのプログラム

認知症カフェ

文化活動（ホームが提供するアクティビティ）

各種セミナー・講演会、専門家等による相談会

成年後見制度の説明や利用あっせん
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％

N=1,696
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食事の提供（自宅・居室等への配食サービス）

見守り・安否確認サービス

保険外の家事援助等のサービス

総合事業･地域支援事業､公的な健康づくり関連事業等

身体機能維持のための軽運動・介護予防・リハビリ等

認知症予防のためのプログラム

認知症カフェ

文化活動（ホームが提供するアクティビティ）

各種セミナー・講演会、専門家等による相談会

成年後見制度の説明や利用あっせん

ボランティア活動・地域活動等の紹介・あっせん

入居者・高齢者等への就労機会の紹介・あっせん

子ども食堂

小・中学生等への学習支援・寺子屋等

学童保育、放課後の子どもの預かり・居場所づくり等

障害者への就労機会の提供（障害者就労支援事業等）

一般高齢福祉サービスとしての短期利用（緊急時ショートステイ等）

空室（空床）利用型の宿泊サービス（保険外・自費負担サービス）

体験入居

同一建物内の一部居室の障害者・ひとり親世帯等への賃貸

地域の行事・イベント等の企画・運営への参加

地域住民も参加する自主運営型のサークル活動等への支援

入居者のほか、地域住民に対しても提供

入居者のみを対象に提供している

提供していない

無回答

％

N=1,766

<サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）> ①現状
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Ⅸ．先進事業者による取り組み事例 

アンケート調査票の設計等に先立ち、介護の枠組みに捉われない、新しい視点での取り組みを実践して

いる先進事業者５社の取り組みを紹介するヒアリング会を開催し、研究会委員、事務局に加え、関連省庁の

職員、業界団体関係者等もオブザーブできる機会を設定した。 

先進事業者５社の概要は、以下のとおりである。事業者の選定にあたっては、高齢者住まい事業者団体

連合会からの推薦を受け、厚生労働省高齢者支援課の助言を踏まえて選定した。 

ホーム／事業者 概要 

“クラーチ”シリーズ 

（株）キャピタルメディカ、（株）クラーチ 

「アタマカラダ！ジム」という、身体運動と脳トレーニングを組合せた

楽しみながら取り組めるオリジナルの認知症予防プログラムを開発。

“クラーチ”シリーズの入居者に認知機能テストを実施し、認知症の

初期状態（MCI）と判定された人を対象に、このプログラムに基づく

認知症予防トレーニングを実施している。 

まどか川口芝，“まどか”シリーズ 

（株）ベネッセスタイルケア 

長年家族のために食事をつくり続けてきた女性入居者の、家族の

ために食事をつくりたいという希望を適える取り組みの経験から、

家族の中で果たしてきた役割の再現を、ケアに取り入れる取り組み

を開始。 

そこから入居者自身が企画・運営する班活動に展開し、活動が

広がっている。 

また、下剤・眠剤の減薬に向けた取り組みも合わせて実施。 

“ウェルケアガーデン”，“ウェルケアテラス”

シリーズ 

（株）サンケイビルウェルケア 

①水分摂取量の管理、②排泄管理、③運動管理（歩行練習）、④

栄養・食事の管理の４つのケアに関し、徹底的な計測・管理を行う

「自立支援介護」の取り組みを実践。 

“アクラス”シリーズ 

（株）誠心 

複数の異なる制度に基づくホーム（居住機能）を中核に、地域住民も

利用できるレストラン、カフェ、フィットネスジム、施術院、ギャラリー、

図書室、キッズルーム、倶楽部ハウス等の機能を整備。地域の住民

が、これらの機能や、ホームの持つ設備（医療機器等）のうち必要

な部分だけを、居宅介護支援、訪問介護、訪問看護、通所介護と

いったサービスと組み合わせて利用できる新たなサービス提供の

仕組みを実践。 

“銀木犀”シリーズ 

（株）シルバーウッド 

賃貸住宅としての特性を活かし、地域に開かれた暮らしを実践。 

ホームに近隣の子どもたちが集まる仕掛けとして、駄菓子屋コー

ナーを設置したり、大学生のよる寺子屋、サロン機能（セミナー等）

など多様な機会を設けたりすることで、真に地域に溶け込んだ住まい

を実現。 
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１．『アタマカラダジム』や『Lead to Happiness』等による認知症予防の取り組み 

◆事業者の基本情報 （2017 年 3 月末時点） 

事業者名 株式会社クラーチ   ※株式会社キャピタルメディカの介護子会社 

設立 2001年 4月 19日 

代表者 代表取締役  鮫島 智啓 

所在地 東京都港区虎ノ門 1-2-3虎ノ門清和ビル 10階 

資本金 2 憶 4千万円 

売上高・営業利益 － 

従業員  369 名 

事業内容 シニア向け住宅の運営 

展開エリア 東京都、千葉県、神奈川県 

 

サービス形態 ブランド名 施設数（定員） 

介護付有料老人ホーム 

（一般型特定施設入居者生活介護） 

クラーチ  1 (323 うち特定施設 190） 

クラーチ・エレガンタ  1 ( 97） 

クラーチ・フィエラ  1 ( 76） 

クラーチ・ファミリア  3 (192） 

住宅型有料老人ホーム クラーチ・メディーナ  3 (197） 

合   計  9 (885） 

 

【クラーチの概要】 

（株）クラーチが大事にしている基本コンセプトには、 

１．終の住まいとして上質で居心地のよい空間演出 

２．できるだけ介護を必要とせず、元気であり続けられる健康サービスの提供 

３．お客様の期待を上回るホスピタリティの追求 

といった「空間演出・健康サービス・ホスピタリティ」の３つがあり、全社で統一したものにとどまらず、お客様

のニーズに合わせ、ホームごとに工夫し、独自の特色を打ち出しながら、これらのコンセプトを具現化して

います。 

※「クラーチ・ファミリア佐倉」はリビング・オブ・ザ・イヤー2015で優秀賞を受賞 

出所）（株）クラーチ ホームページ等より作成 

 

  



－ 105 － 

１）取り組みのねらい 

認知症に関する研究や実践が進んできたことにより、認知症の発症前の MCI の状態であれば、３人に

１人は状態像が改善し、認知症になることを予防することができる、ということが学術的・実践的にわかって

きたことから、（株）クラーチでは、今後、増加が見込まれる認知症高齢者に対し、できる限り認知症予防を

推進するという観点から、認知症にフォーカスした予防的な取り組みが行われている。 

また、高齢者向け住まいを提供する事業を、単なる「福祉」ではなく、ハイレベルな「サービス業」とし、

将来の働き手となる学生等の就業ランキングで上位を占めるような人気業種とすることを目標としている。

そのために、仕事として深みがある（プロフェッショナル）業態として認識されること、それとともに高い収入

が得られる業態としていくことがめざされている。 
 

ポイント 

 「認知症」に着眼し、その初期状態である「MCI」の人にターゲットを絞っていること 

 楽しみながら無理なく継続できるように工夫がなされていること 

 継続的に繰り返してデータを取り、成果に関する客観的な計測・分析を試みていること 

 取り組みの成果を、職員獲得や収入源等として経営面の効果への転換をめざしていること 
 

２）取り組み内容 

（株）クラーチが運営するホームでは、MCI（軽度認知障害）の早期発見・改善プログラムである「アタマ

カラダ！ジム」が導入されている。 

最初に、タブレット端末で認知症の状態を評価する MoCA テストを実施する。その結果、MCI と判定さ

れた人を対象に、運動と脳トレを組み合わせた１回 30 分のプログラムを、週３回提供するという仕組みで

ある。 

図表 「アタマカラダ！ジム」のパッケージ構成 

 
出所）（株）キャピタルメディカ「アタマカラダ！ジム」WEBサイトより 

 

MoCA テスト（日本版）は、東京都健康長寿医療センターの研究者が開発したもので、ゲーム感覚で行

う簡易に認知症の状態を評価できるように配慮されている。 

また、運動・脳トレのプログラムは、認知症研究の観点から東京大学薬学部の研究者からの学術的アド

バイスを受けながら、（株）クラーチの関連会社である（株）キャピタルメディカとスポーツクラブ Jexer を運

営する（株）JR 東日本スポーツとが共同開発したもので、75～85 歳の人が行った場合に、心拍数等に適

切な負荷がかけられる運動強度となるよう計算してつくられている。このプログラムも、タブレット端末上で

動画再生できるようになっており、椅子に座ったまま、動画を見ながら、それに合わせて一緒に行えるよう

になっている。有酸素運動を行いながら、簡単な計算やクイズを同時に行い、身体と脳の双方のトレーニ

ングを、同時に、楽しくできる内容となっている。 
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さらに、Moca テストの結果、プログラムの実施状況等に関する記録とともに、ご本人の基礎情報、身体

情報、生活習慣、うつ尺度等の内容を記録することができるようになっている。「アタマカラダ！ジム」のプ

ログラムに参加している人については、３ヵ月ごとの定期チェックを通じて、状態の変化がモニタリングされ

ている。 

図表 「アタマカラダ！ジム」の MCI 早期発見＆改善プログラム開発 共同事業の体制 

 
出所）（株）キャピタルメディカ・（株）クラーチ ヒアリング会プレゼン資料より 

図表 「アタマカラダ！ジム」 プログラムの動画 と プログラム実践中の様子 

  

  

出所）（株）キャピタルメディカ・（株）クラーチ ヒアリング会プレゼン資料より 
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また、こうした「運動」面のプログラムに加えて、「睡眠」、「栄養」も認知症予防の重要なキーワードと捉

え、それぞれの観点からの取り組みも並行して導入されている。 

「睡眠」に関しては、(株)クラーチが運営するホーム９施設中７施設に、（株）パラマウントベッドが開発し

た「眠り SCAN」が導入されている。これは、マットレス等寝具の下に敷くと、センサーを通じて体動（寝返り、

呼吸、心拍など）を測定し、睡眠状態を把握・記録することができる。 

「栄養」に関しては、食事の喫食状況等を把握し、介護情報の記録システム「ユカリアケア」に随時登録

していく。 

これらのデータを統合して、どのケアが心身状況にどのような効果をもたらしているのか、分析・評価を

行うとともに、入居者の家族等がパソコンやスマートフォンなどから閲覧できるようにしている。 

 

一方で、既に認知症になってしまった高齢者に対しては、認知症ケアのオリジナルメソッド『Lead to 

Happiness』が提供されている。 

このメソッドの特徴は、アセスメントにおいて、「原因の花びら」、「解決の花びら」というフレームを用い、

関係者が議論することを重視している点である。このとき、議論をリードできる“オーガナイザー”の存在・

役割がカギとなることから、その役割を果たせる人材の育成にも力を入れている。 

図表 『Lead to Happiness』で用いるフレーム 

原因の花びら ・ 解決の花びら 

 
出所）（株）キャピタルメディカ・（株）クラーチ ヒアリング会プレゼン資料より 

図表 認知症ケアのオリジナルメソッド『Lead to Happiness』の協議体制のイメージ 

 
出所）（株）キャピタルメディカ・（株）クラーチ ヒアリング会プレゼン資料より 
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３）取り組みの成果等 

（株）クラーチの入居者のうち、MoCA テストを受けた方２９４人のテスト結果では、約半数が「認知症の

疑いあり」、34％が「MCI の疑いあり」の状態で、「健常」な方は 14％のみであった。この「MCI の疑いあり」

の 100 名に対し、「アタマカラダ！ジム」のプログラムを提供・実践してもらったことにより、１/３は「健常」の

状態に戻り、１/３は MCIの状態で維持することができるという結果になっている。 

こうした成果の計測等も行いながら、身体・生活習慣等のデータと、「運動」、「栄養」、「睡眠」のデータ

を統合・分析して、どのような対象者に、どのようなケアやサービスを投入すると、どのような成果に結びつ

くのかについて、データの蓄積と分析を手がけ始めた。 

プログラム参加者からは、楽しんで認知症予防の取り組みができることに対して高評価を得ており、さら

に実際に改善・維持の成果があることをデータで示せるようになっていくと、その付加価値を理解してもら

いやすくなり、１ヵ月２万円程度の金額で、有料課金化ができるのではないかと検討中である。 

図表 「アタマカラダ！ジム」実践者の MoCA テスト点数分布 

 
出所）（株）キャピタルメディカ・（株）クラーチ ヒアリング会プレゼン資料より 
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２．入居すると元気になるホーム“まどか”の取り組み 

◆事業者の基本情報 （2018 年 2 月末時点） 

事業者名 株式会社ベネッセスタイルケア 

設立 2003年 12月 1日 

代表者 代表取締役社長 滝山 真也 

所在地 東京都新宿区西新宿 2-3-1 新宿モノリスビル 5F 

資本金 1 憶円 

売上高・営業利益 1,029億円、81 億円 （2017 年３月期，ベネッセＨＤ連結 介護・保育カンパニー） 

従業員  16,941 人 

事業内容 ・高齢者介護サービス事業（入居型介護、訪問介護、通所介護、研修・人材サービス） 

・高齢者住宅事業 

・保育事業 

・学童クラブ事業 

展開エリア 北海道、宮城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、

奈良県、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県 

 

サービス形態 ブランド名 施設数（居室数） 

介護付有料老人ホーム 

（一般型特定施設入居者生活介護）、 

住宅型有料老人ホーム等の 

高齢者向けホーム 

アリア  22 

くらら  42 

グラニー＆グランダ  133 

まどか  57 

ボンセジュール  44 

ここち  13 

サービス付き高齢者向け住宅 リレ  2 

合   計  313 （16,000 室超） 

 

【まどかシリーズの特徴】 

「まどか」はホーム全体がご自分の家。各フロアにリビングがあって、ご入居者の方々はそこに集まって

お食事もとり、顔なじみの生活を送っています。 

例えば、まどか川口芝では、ご入居者どうしが一緒に暮らす家族のように、一人ひとりがさまざまな役割を

もっています。その役割は、「体操の声かけ係」「食器拭き係」「ぬか床当番」「庭の手入れ係」など様々です。

それぞれの得意なことをしていただくのはもちろん、ご入居者どうしの共同生活の中で協力しながら仲間

と暮らす温かさがあります。 

※「まどか川口芝」はリビング・オブ・ザ・イヤー2016 で大賞を受賞 

出所）ベネッセスタイルケア ホームページ等より作成 
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１）取り組みのねらい 

（株）ベネッセスタイルケアは、全国に 300 を超える有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅を

運営している業界トップクラスの企業である。７種類のブランドを展開している中で、「まどか」は、職員体制

を３：１とし、利用料を 20～30 万円台に抑えた利用しやすい介護付有料老人ホーム（特定施設）となって

いる。「まどか川口芝」は、そのまどかシリーズの１つで、2015年 6月に埼玉県川口市にオープンした定員

58名（全室個室）のホームである。 

「まどか川口芝」がめざしている姿は、入居者自身が「役割」を持って、「自律的」に暮らせる生活、「お

友達」との交流を保ちつつ、「介護を感じさせない」環境の中で暮らせる生活、である。「役割」、「自律的」、

「お友達」、「介護を感じさせない」という４つの言葉がキーワードとなっている。 

このようなケア・暮らしをめざすようになったのは、入居者の「ここは上げ膳据え膳で、やることがなくて

困っちゃうわ」という一言であった。これを契機に、「サービスが過剰で、自立の機会を奪っているのではな

いか」という疑念を持つようになり、ホームのサービスを見直す取り組みが始まった。 

現在「まどか川口芝」では、入居者が自宅にいたときに、家族や友人との関係の中で果たしてきた「役

割」に注目し、それを果たす機会を支援（演出）する班活動等で、入居者自身が企画や運営に参加できる

仕組みとする等の工夫を通じて、入居者が輝ける場所をつくる、といった取り組みが展開されている。 

２）取り組み内容 

サービスを見直す取り組みを始めた「まどか川口芝」だったが、すぐにサービスを変えられたわけではな

かった。取り組みを開始した当初、入居者とスタッフが一緒にカレー作りを行ったところ、体を大きく揺らし

ながら包丁を扱う入居者がいた。病気ゆえの動きだと理解しつつも、見ていたスタッフは心配するあまりに

つい「大丈夫ですか」と聞いてしまった。その入居者から返ってきたのは「えっ、私普通よ」という言葉だった。

そのとき、危ないと思っていたのはスタッフたち自身であった。そして、できることをスタッフたち自らが取り

上げてしまっていたことに改めて心から気づいたのである。それ以降、スタッフは入居者の「できること探し」

をするようになり、それは自然発生的にスタッフ間に広まった。食事の下膳、配膳、片付け、食器洗い、

食器拭き、花の水やり、草取り、庭の掃除、ごみだし、体操参加の声かけ、体操の会場の準備等、スタッフと

一緒であればできること、入居者一人でもできること、スタッフが数回一緒に行うことでできるようになること

など、入居者一人ひとりがどのように支援すればできるようになるのかを考え共有した。 

 

「まどか川口芝」の取り組みは、入居者の「できること探し」と共に「やりたいこと」「お友達」をキーワード

にした「班活動」によって、さらにサービスを深めることとなった。その活動は、「料理班」、「園芸班」、

「体操班」から始まった。入居者が集まって企画会議を行い、スタッフは入居者の「意見を言うこと」「みんな

で考えること」の支援を行う。また、こうした班活動は、入居者一人ひとりができることを発揮するとともに、

共通の好きなことを通して顔なじみになる、「お友達」になるプロセスを支援する仕組みになっている。 

 

  



－ 111 － 

「まどか川口芝」では、これらの取り組みと並行して、「不必要な薬に頼らないケア」をめざした取り組み

も行われている。具体的には、下剤や眠剤を処方されている入居者について、水分やオリゴ糖の摂取、

日中の十分な運動量の確保等、薬以外の方法で便秘や不眠を回避できないか、ひとりずつ検討・試行が

行われている。その結果、下剤･眠剤ともに使用している入居者の割合が大幅に減少し、平均要介護度

にも改善の兆しが見られている。 （→成果の詳細は後述） 

 

このように、従来のケアから方向性を大きく転換するにあたっては、人員体制、組織体制、役割分担、

業務プログラム、職員研修、備品・レイアウト、医療連携、地域連携等の仕組み・やり方等すべてに関し、

見直しが必要となった。 

具体的には、まず、センター方式を活用してアセスメントを行い、次に、アセスメント結果から、個々の

サービスを設計し、さらに専用シートを使ってサービス量の妥当性を検証し、最終的に、「その日に実施

すべきケアサービスが最適に配置された、業務実施スケジュール」を作成して、それを見てスタッフが動く、

という流れに変更された。 

 

図表 まどか川口芝のしくみ 

 

出所）ベネッセスタイルケア ヒアリング会プレゼン資料より 
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さらに、（株）ベネッセスタイルケアでは、「まどか川口芝」での実績・経験をもとに、他の「まどか」シリーズ

でも同様の取り組みを実践しようと、水平展開に向けた試行も始まっている。 

他のホームでは、「まどか川口芝」と同様の「ケアの流れ」や「仕組み」を導入しても、スタッフに意図や

意義が十分に伝わらず、すぐには機能しないことがあった。そのため、「入居者会議」や「倶楽部/班活動」

など、取り掛かりやすい取り組みからスタートした。実践を重ねる中で、入居者が変わっていく姿をスタッフ

が見て、感動したり取り組みの手ごたえを感じたりできると、徐々にケア/支援が変わり始めるということが

わかってきた。「仕組み」が機能するためには、そのような支援方法の価値や意義をスタッフが実感し、理

解している、ということが重要なポイントと言える。 

 

図表 水平展開した他のホームでの活動例 

＜料理倶楽部で使用したホワイトボードの写真＞ 

 
出所）ベネッセスタイルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

  

A様

B様

A様
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３）取り組みの成果等 

こうした取り組みを通じて、「まどか川口芝」では、以下のような成果が見られている。 

まず、認知症の方の症状が安定したり、配偶者は家族の関係が深まったりして、入居者にいきいきとした

表情が戻るようになった。 

「不必要な薬に頼らないケア」への取り組みでは、「まどか川口芝」の１年前にさいたま市内に開設した

同じ「まどか」ホームとの比較で、下剤の使用率が３分の１、眠剤の使用率が２分の１に減り、いずれも入居者

の２割程度となった。状態を見ながら薬を減らしているため、便秘や不眠が生じにくくなっている。 

「まどか川口芝」の平均要介護度について、入居時を起点に６か月間の変化の経過をまとめたところ、

緩やかに低下（改善）傾向にある（2016年 10月時点）。 

さらに、2015 年４月から 2016 年９月までの 18 カ月間における埼玉県内のまどかシリーズにおける退去

の内訳と「まどか川口芝」のそれを比較したところ、「まどか川口芝」では「ご自宅への復帰」を理由とする退

去が多く、約２割を占めている。 

スタッフが入居者の変化や効果を実感できると、現場のケアが変わり始めるため、まずは取り組みやすい

ことから始め、実績・成功体験を重ねながら取り組みの幅を広げていくことが効果的であるということもわかり、

他ホームへの展開も着実に進行している。 

図表 「不必要な薬に頼らないケア」への取り組み成果（2016 年 10 月時点） 

 
出所）ベネッセスタイルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

図表 「まどか川口芝」の平均要介護度の変化（2016 年 10 月時点） 

  
出所）ベネッセスタイルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

注）入居６ヵ月以上６ヵ月間を分析 

図表 「まどか川口芝」における自宅復帰の状況（2016 年 10 月時点） 

  
出所）ベネッセスタイルケア ヒアリング会プレゼン資料より 
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平均介護度 1.85
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その他の施設への入所 19%   7%
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３．サンケイビルウェルケアにおける自立支援介護の取り組み 

◆事業者の基本情報 （2017 年 3 月末時点） 

事業者名 株式会社サンケイビルウェルケア 

設立 2011年 4月 1日 

代表者 代表取締役社長 金井 岳弘 

所在地 東京都千代田区大手町 1-7-2 東京サンケイビル 16 階 

資本金 1 憶円 

売上高・営業利益 － 

従業員  － 

事業内容 有料老人ホームの設置・運営 

展開エリア 埼玉県、東京都、千葉県 

 

サービス形態 施設名 居室数 

介護付有料老人ホーム 

（一般型特定施設入居者生活介護） 

ウェルケアテラス氷川台 30 

ウェルケアガーデン馬事公苑 81 

ウェルケアテラス谷津 60 

ウェルケアテラス川口元郷 127 

ウェルケアガーデン久が原 91 

ウェルケアテラス新座 80 

合   計 6 施設 469 

 

【サンケイビルウェルケアにおけるケアの概要】 

「健康とは、肉体的にも、精神的にも、そして社会的にも、全てが満たされた状態にあることを言う。単に

病気ではないとか、弱ってないということではない」 との考え方から、「ココロとカラダを見つめる、トータル

ヘルスケア」をめざしたケアを展開。 

国際医療福祉大学大学院の竹内孝仁教授が提唱する「水分摂取、栄養、自然排便、運動」に着目、管

理を徹底した「自立支援介護」を通じて、入居時点で重度要介護者だった方も、自分で食べ、歩けるように

サポート。 

出所）サンケイビルウェルケアホームページ等より作成 
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１）取り組みのねらい 

「自立支援介護」に関する研究が進み、水分摂取、栄養摂取、排泄、運動（歩行練習）に関して適切に

ケアすることができれば、要介護状態の人でも身体的活動性が改善し、自立性が回復できることが明らか

になってきた。 

（株）サンケイビルウェルケアでは、実際に入居者の状態像が回復していく経験をしたことを発端に、

「自立支援介護」の考え方を全面的に取り入れ、要介護状態の入居者を自立に導くための介護の実践に

取り組んでいる。「自立支援介護」を通じて、入居者の状態像を改善し、諦めていたことができるようになる

こと、さらには、社会参加の機会を増やし、社会に役立つ存在、社会的なリソースとして再生し、豊かな日

常生活を獲得してもらうことをめざししている。 

２）取り組み内容 

在宅等で外出の機会も少ない高齢者の多くは、日中は特段やることがなく、動かずぼうっとして過ごす

時間が多くなりがちである。動かないことによって、排泄リズムや睡眠覚醒リズムが崩れ、薬に頼るように

なったり、食欲がわかずに栄養不足や水分不足に陥りやすくなったりする。そのような生活を続けていくう

ちに、生活に必要な機能（活動性）が徐々に低下していき、廃用症候群を起こして要介護状態となってい

く・・・。 

（株）サンケイビルウェルケアの各ホームでは、身体的自立性の改善から要介護度（要介護状態）の改善

をめざし、このような悪循環に対し、逆のプロセスで状態改善を図る取り組みがなされている。 

実際に行われているのは、①水分摂取量の管理、②排泄管理、③運動管理、④栄養・食事の管理の

４つのケアである。それぞれのケアは、取り立てて新しい内容ではないが、徹底的な計測・管理を行う点に

特徴がある。 

まず、水分摂取の管理については、１日 1,500ｍｌ以上を確保することを目標に、入居者の状態を見な

がら、こまめに水分摂取勧めている。それと同時に、その摂取量を細かに計測し、記録・管理している。 

排泄の管理については、排尿・排便について失禁を改善し、自立した自然排尿・自然排便をめざして

いる。便秘を解消し、下剤の使用を減らし（あるいは止め）、おむつを外して、トイレ誘導する方式にケアを

切り替えていく。トイレ誘導の際には、排便の量・性状・間隔、排尿の日中夜間の回数比率を把握し、これ

も記録・管理している。 

次に、運動の管理については、まずは寝たきり状態からお越し、食事の際には、ベッドから車いすに移

して、食堂へ案内し、食堂の椅子に移乗する等、日中は極力離床するような生活へと変えていく。移動に

関しては、歩行練習をして、車いすでの移動から歩行器を使っての移動へと移行し、その後、回復状況に

あわせてシルバーカー、杖へと変更していく。 

食事についても、経管栄養・ミキサー食・きざみ食等の常食以外の食事から、普通の形態の食事へと変

えていく。口から食べ、しっかり咀嚼することで、口腔機能を改善し、むせのない安全な食事をおいしく食

べられる状態となり、さらには口腔機能だけでなく心身機能全体の回復が進みやすくなる。食事介助の際

は、時間がかかっても、自分のペースで食べるように、スタッフは見守りを中心に支援を行い、食事摂取

量・栄養量を計測して記録・管理している。 

経鼻経管栄養の場合は、経口摂取との併用が難しいため、一時的に胃ろうにし、可能な部分を経口で

摂取しながら、不足する水分・栄養を胃ろうで補う形で、全量常食経口摂取への移行をめざしていく。常

食が食べられるようになると、新しい友人や家族等との会食に行けるようになり、日常生活が豊かになると

いう効果もある。 

以上の４つのケアが、介護保険非該当の自立者から重度要介護高齢者まで、すべての入居者に対し

て実施されている。 

このようなケアを実践する人員体制は、必ずしも特段手厚いわけではなく、2.5：1 で配置しているホームが

大多数である。実際に入居者の状態像がよくなっていくことにスタッフが日々接することで、スタッフ自身

の成功体験と成長につながっている。 
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＜入居時＞ 

移動には車いすを使用する状態

だが、食事時には食堂へ移動し、 

食堂の普通の椅子に座り替える。 

自力で座り替えができるように、立

ち上がり動作に沿ってスタッフが介助

する。 

 

 
＜３週間後＞ 

２名のスタッフに支えられながら、

歩行器を使った歩行練習を開始。 

この時点では、かなりゆっくり足を

出すのが精一杯の状態。 

 

 
＜１ヵ月後＞ 

歩行器を使えば、スタッフ１名が

軽く腰を支えるだけで、ほぼ自力で

歩ける状態に。 

歩行スピードも上がり、ホーム内で

あれば円滑に移動可能。 

 

 
＜２ヵ月後＞ 

スタッフ１名に付き添われて、ホーム

の外へ。 

段差がなければ、シルバーカーを

押して、特にスタッフが手を添えなく

ても、自力で歩ける状態に。 

 
出所）（株）サンケイビルウェルケア ヒアリング会プレゼン資料より 
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３）取り組みの成果等 

「自立支援介護」における最も分かりやすい成果は、要介護度の改善である。 

下記の図表は、世田谷にあるホームにおける平成 29年 3月時点の入居者 74 名の入居時からの要介

護度の変化ををまとめたものである。 

入居時点では、要介護２～４が中心で、自立や要支援の入居者も見られるが、要介護３以上の重度者

が約半数を占めていた。そのため、平均要介護度は、2.44であった。 

これが、「自立支援介護」を行った結果、入居時より改善した方が 31％、維持できた方が 45％、悪化し

た方が 24％となり、平均要介護度も 2.29にまで改善した。詳細に見ていくと、要介護３以上で特に「改善」

の割合が高く、44％の入居者で改善が見られている。中には、要介護５から非該当（自立）に改善した

ケースも見られる。 

要介護度の改善は、明らかな実績・成果として実感できることから、入居者ご本人だけでなく、ご家族等

の心身の負担を軽減することにもつながり、喜んで頂くことができる。そして、その姿を見て、スタッフも日

ごろのケアの手ごたえや、やりがいを感じることができ、自信や誇りを持ってケアにあたることができるとい

う好循環につながっていく。その結果、（株）サンケイビルウェルケアでは、概ね入職２～３年めでフロア

リーダーができるレベルにまで成長できているという。 

図表 入居者の要介護度の変化 

 
出所）（株）サンケイビルウェルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

 

経営面に直接的な効果をもたらしているのは、入院日数の減少である。（株）サンケイビルウェルケアが

運営する３つのホーム（馬事公苑、氷川台、谷津。すべて特定施設で合計定員数は 171で、2015年度は

合計 2,167日あった総入院日数は、2016年度には 1,336日まで減少しており、その減少率は４割減に相

当する。１日あたり入院人数に換算すると、2015年度は１日あたり 5.93人の入院であったものが、2016年

度には１日あたり 3.66人まで減少している。その要因は、ご遠征肺炎と骨折による入院が大幅に減少した

ことであるという。特定施設の経営面から見れば、入院期間中もは介護報酬を算定できず、収入減となっ

てしまうため、入院が少なくなれば、経営上もメリットが大きいのである。 

また、社会的な観点から見れば、元気な高齢者が増え、入院が減るということは、医療費節約の効果が

生じているということでもある。 

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

自立 7名 7 0 0 0 0 0 0 0

要支援１ 2名 0 2 0 0 0 0 0 0

要支援２ 4名 0 1 0 1 1 1 0 0

要介護１ 10名 0 0 1 6 3 0 0 0

要介護２ 15名 0 1 0 4 3 2 1 4

要介護３ 13名 0 0 0 3 4 4 2 0

要介護４ 16名 0 0 1 0 1 4 7 3

要介護５ 7名 1 0 1 1 0 0 0 4

計 74名 8 4 3 15 12 11 10 11

平均要介護度 2.44 2.29 利用者数 割合

　　　※要支援を0.375、自立/非該当を0として計算 改善 23 31.1%

維持 33 44.6%

悪化 18 24.3%

計 74 100.0%

現　在
入居時
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図表 入院日数の減少 

 
出所）（株）サンケイビルウェルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

 

（株）サンケイビルウェルケアでは、こうした入居者の状態像の改善を活かし、次なる取り組みも展開し

はじめている。 

「自立支援介護」によって元気を取り戻した入居者に対し、社会参加・社会貢献の機会と場を提供する

という観点から、元気な入居者が担い手となり、ホームの持つリハビリのための部屋と機器を活用し、入居

者以外の近隣の高齢者向けにリハビリサポートを行う取り組みを始めたのである。 

さらに、この取り組みは、保険者との連携によって、新総合事業の住民参加型の新予防給付Ｂとして位

置づけられた。これによって、担い手として参加する入居者は、送迎スタッフ、喫茶スタッフ、パワーリハビ

リのスタッフとして働くことで、対価を得ることができるようになった。 

ホームにとっては、ホームの近隣住民との接点が広がり、ホームの運営に対する理解・協力を得やすく

なった側面があるほか、近隣地域にも開かれたケア提供拠点となることができるという点がメリットとなって

いる。 

図表 入居者が担い手として参加する総合事業の風景 

 
出所）（株）サンケイビルウェルケア ヒアリング会プレゼン資料より 

  

729日
528日

458日

296日

982日

512日

2015年度 2016年度

総入院日数の推移

馬事公苑 氷川台 谷津

2,167日

1,336日

4割減少

５．９３人/日の入院

３．６６人/日の入院

＜３ホーム合計１７１床＞
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４．有料老人ホーム・アクラスシリーズにおける地域展開の取り組み 

◆事業者の基本情報 （2017 年 3 月末時点） 

事業者名 株式会社誠心 

設立 2004年 7月 

代表者 代表取締役 吉松泰子 

所在地 福岡県太宰府市観世音寺 1 丁目 17-3 

資本金 1,000万円 

売上高・営業利益 売上 ： 5 億 8,770万円 

純利益 ：    4,232万円 （2017年度） 

従業員  85 名（パート 28 名を含む） 

事業内容 介護付有料老人ホーム（特定施設）、住宅型有料老人ホーム、サービス付き

高齢者向け住宅、居宅介護支援、訪問介護、通所介護 

フィットネスジム、カフェ、レストラン、ギャラリー、図書館、キッズルーム 

展開エリア 福岡県太宰府市 
 

サービス形態 主な機能 

アクラス五条 

介護付有料老人ホーム（定員 30） 

通所介護「アクラスサロン」 

その他機能（フィットネスジム、施術院、カフェ） 

コレクティブハウス 

アクラスタウン 

住宅型有料老人ホーム（定員 55） 

居宅介護支援事業所「アクラスケアプランセンター」 

訪問介護事業所「ウイング」 

通所看護ステーション「アクラス訪問看護ステーション」 

その他機能（レストラン、カフェ、ギャラリー、図書館 等） 

アクラスヴィレッジ 
サービス付き高齢者向け住宅（８戸） 

アクラス倶楽部ハウス（サロン・カフェ、サークル活動拠点、キッズルーム 等） 
 

【アクラスシリーズの概要】 

あらゆる世代が助け合って暮らす、介護保険だけに頼らない独自の包括的なケアサービスを提供する有料

老人ホームまたはサービス付き高齢者向け住宅で、「人間性の回復」を理念に、要支援者から人工呼吸器等医

療的なケアを必要とする重度者までを幅広く受け入れ、見守りから看取りまで一貫して行われている。 

地域の方々が気軽に訪れ、入居者と自然に交われるような場を造りたいという社長の思いから、居住棟の

ほか、カフェやレストラン、ギャラリー、フィットネス等も整備されている。 

３つの拠点の中で最も規模の大きい「アクラスタウン」は、コレクティブハウスの考え方に基づき、①自己管

理、②責任を担う、③権利の前に義務を果たす、という３つのルールのもとに運営されている。また、アクラスタ

ウンの契約には以下の2種類があり、介護サービスを必要としない場合は入居契約のみ締結すればよい仕組

みとなっている。 

入居契約 ： 家賃、共益費等の住まいに関する契約 

安心パックサービスに関する契約 ： 介護サービスに関する契約 

※「アクラスタウン」はリビング・オブ・ザ・イヤー2014 の大賞、2014年医療福祉建築賞を受賞 

出所）（株）誠心 ホームページ等より作成 
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１）取り組みのねらい 

住み慣れた地域での「本人にとってのふつうの生活」、「あるがまま、我がままな暮らし」を続けられるよう

支援することをめざし、入居希望の理由の上位にあがる「独居不安」と「食事の問題」を解消することができ

るよう、ホーム（居住機能）と食事を中心に、生活を支える多様な機能を備えて、近隣地域にサービス展開

している。 

必ずしも特定施設のような 24時間 365日の見守りや介護を必要としない近隣に住む高齢者が、ホーム

に入居せずとも必要な機能のみを利用して地域で暮らし続けられるように、在宅介護サービス（居宅介護

支援、訪問介護、通所介護、訪問看護）の事業所を構えているほか、ホームの共有空間や設備・備品等

を、地域の住民の誰もが利用できるように開放している。地域に開放している空間では、自然な形で地域

の住民・子どもたち等と入居者との交流も生まれるよう、工夫されている。 

２）取り組み内容 

（株）誠心では、アクラス五条（介護付有料老人ホーム，特定施設）、アクラスタウン（住宅型有料老人

ホーム）、アクラスヴィレッジ（サービス付き高齢者向け住宅）といったタイプの異なるホーム（居住機能）を

中核に、通所介護等の在宅サービスやカフェ、ギャラリー等の交流を支える空間・機能を提供している。 

居住機能は、最も長く運営している「アクラス五条」は介護付有料老人ホーム（特定施設）だが、必ずし

も 24 時間 365 日の見守りや介護を必要とする高齢者ばかりではないことから、２つめの拠点（「アクラスタ

ウン」）は住宅型有料老人ホーム、３つめ（「アクラスヴィレッジ」）はサービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）と、より制度的に利用者にとって自由度が高く、事業面でも裁量の大きい形が選択されている。 

各ホームの機能概要 

 アクラス五条 アクラスタウン アクラスヴィレッジ 

開設年月 2005年 9月開設 2011年 11月開設 2014年 12月開設 

住所地 
太宰府市五条 2－18－45 太宰府市五条 2-18-16 

太宰府市観世音寺 1-230, 

241～244 

機能    

 居住機能 介護付有料老人ホーム 
（特定施設入居者生活介護， 

建物 2・3 階部分，居室数 30，

定員 30 名，平均要介護度

3.4，職員配置 1.5：１） 

住宅型有料老人ホーム 
（定員 55 名，建物 1・2・3 階部

分，平均要介護度 3.4，介護保

険の居宅サービスの利用可） 

サービス付き高齢者向け住宅 
（戸建てタイプ８戸，平均要介護

度1.5，介護保険の居宅サービ

スの利用可） 

介護保険 

サービス 

 デイサービスセンタ― 

アクラスサロン 
（2005年９月開設，建物 4階部

分，定員 30名，9:30～17:00） 

 居宅介護支援事業所  

アクラスケアプランセンター 
（2006年 11月開設，居宅介護

支援専門員 2名、事務員 1名） 

 訪問介護ステーション ウイング 
（2008 年 4 月開設，訪問介護

員 常勤１名・非常勤 9名） 

 訪問看護事業所  アクラス

訪問看護ステーション 
（2006年 12月開設，看護職員 

6名） 

－ 

その他*  カフェ プリュネ 
（10:00～17:00，ソファ含め18席） 

 アクラスフィット 
（フィットネスジム， 10:00～

17:00，木曜定休） 

 からだリセット大宰府 
（施術院，テナント入居） 

 食事処 よっと～と 
（ 建 物 １ 階 部 分 ， 11:00 ～

14:00，12席） 

 ギャラリー 天満 
（建物２階部分） 

 カフェ らっしゃい 
（建物２階部分，店内 8 席＋テ

ラス席，図書室内席等も利用

可。11:00～18:00） 

 図書室 （建物２階部分） 

 アクラス倶楽部ハウス 
（地域コミュニティ創造組織の 

 活動拠点となる無料サロン。 

 無料貸し和室，有料貸し部屋） 

 キッズルーム 
（2015 年 8月オープン，無料） 
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“アクラス”シリーズの建物・設備の概要 

＜アクラス五条＞ 外観，ロビー 

  
＜アクラスタウン＞ 外観，２階吹き抜けからみた１階共用リビング，２階のカフェ，ギャラリー 

  

  
＜アクラスヴィレッジ＞ 外観（イラスト），キッズルーム 

  
出所）（株）誠心 ホームページより 
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“アクラス”シリーズでは、居住機能以外にも、各ホームにはレストランやカフェ等、「食」に関わる機能が

併設して整備されており、入居者以外にも、その後家族、ホームのスタッフ、研修生のほか、地域の誰でも

利用できるよう開かれている。食事処では、ランチが 450円（コーヒー付きで 550円）で食べられ、カフェで

は、本格的なコーヒーや手作りケーキも食べられるため、いずれも近隣住民の利用も多い。 

これら併設されているレストラン、カフェ等も（株）誠心の運営となっており、レストランやカフェのスタッフ

も、（株）誠心の正規職員として採用されていることから、地域に雇用機会を提供している状態である。雇

用された人のほとんどが近隣住民で、シニア層も多く、中には（株）誠心に土地を売却・提供した前土地

オーナーや同社の訪問看護の利用者も含まれる。同社と一度接点ができた人との関係を切らさず、関係

を継続しながら深めていくため、関係者数は徐々に増えているという。 

「食」に関連して、“アクラス”シリーズのロビーや倶楽部ハウスでは、お惣菜パックの販売も行っている。

吉松社長を含めたホーム関係者がボランティアとして参加して、毎日手作りでお惣菜をつくっている。ひと

り暮らしの人が食べきれるよう少量のパックとし、１つ 50～200 円程度の安価で販売している。自宅に持ち

帰って食べることもできるが、お昼時であれば、購入時にスタッフが声をかけ、ロビーや倶楽部ハウスで、

みんなで会話しながら食事することも多く、地域住民と“アクラス”とのつながりができるきっかけのひとつと

なっている。 

 

“アクラス”シリーズには、地域の方々が自由に利用できる共有空間・設備として、フィットネスジム、施術

院、ギャラリー、図書室、キッズルーム等多様なコミュニティ向けの機能も設けられている。 

「アクラス五条」の１階には、トレーニングマシーンの入った小さなフィットネスジムとマッサージ等が受け

られる施術院がテナント入居している。利用者が安価に利用できるようにという配慮から、テナント賃料は

月３万円と抑えた設定となっている。施術院のスタッフがフィットネスの指導員を兼ね、マシンの利用方法

やトレーニングに対する助言等も行っている。平日午前中はアクラス五条４階のデイサービスの利用者が

優先的に使える時間、14～16 時は地域に無料で開放する時間で、それ以外は１回 500 円で利用できる

仕組みであるが、実際のところは、午後はほとんど無料で開放している状態で、13 時すぎから夕方まで、

マシンはかなりの稼動率で利用されている。 

「アクラスタウン」内、食事処の２階にはギャラリーがあり、地元アーティストに無料で開放し、２ヵ月単位

で作品展を開催している。障害を持つアーティストの企画展等も開催されている。 

「アクラスタウン」のカフェに隣接する図書室も、地域住民誰でも利用できるようになっている。 

「アクラスヴィレッジ」に隣接する場所には、アクラス倶楽部ハウスがある。ソファやテーブルがあり、誰で

も自由に入ることができ、無料でコーヒーが飲める。暮らしのコンシェルジュ（社員）と、有志の地域住民で

構成されるアクラス倶楽部サポーターが常駐しており、日によって健康教室や書道教室等も開催され、入

居者以外を含め、誰でも参加できるようになっている。オルゴール作りの技術を持った“アクラス”のスタッ

フが指導者になって、オルゴール作り等のアクティビティを行うこともある。そのほか、アクラス倶楽部には、

無料で貸し出しをする和室が隣接するほか、有料の貸し会議室もある。安価に利用できるクリーニング店

も併設されている。 

「アクラスヴィレッジ」の隣接地には、室内遊具のほか、ぬいぐるみや絵本なども備え付けられたキッズ

ルームも設置されており、これも、地域の子どもたちや子育て中の親など、誰でも利用できるようになって

いる。 

 

上述のとおり、“アクラス”シリーズの共有空間（レストランやカフェ、ロビー等）や共有設備（吸引器等の

機器、厨房設備等）は、入居者以外の地域住民が自由に出入りし、利用できるようオープンになっている。

そのため、心身機能が「独居不安」と「食事の問題」が解消できれば自分で生活できる状態の人の中には、

ホームの近隣地域の一般賃貸住宅に転居し、これらの機能を利用しながら生活する人も出ている。介護
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保険の居宅サービスや、訪問看護ステーション等の機能もあることから、状態像によって、訪問介護や通

所介護等の介護保険サービスや、医療保険の訪問看護等を組み合わせて利用することもできる。 

例えば、ＡＬＳの高齢男性のケースでは、ご夫婦で近くの賃貸住居に転居し、難病向けの訪問看護（医

療保険）を利用しつつ、“アクラス”の共有空間にある吸引器を使って自分で気管カニューレの管理をしな

がら、暮らしている方がいる。ホームや訪問看護の看護師がいる時間帯であれば、ちょっとした相談に対

して助言をしたり、状態を確認したりすることもあるが、それらも「特別なことではないから」と料金等は徴収

していない。また、この夫婦は、医療費等の負担に関して経済的な不安を抱えていたため、妻がアクラス

の食堂で働き、収入を得ながら生活している。本人（夫）も、リハビリを兼ねて、建築会社にいた経験を活

かして、アクラスで使う備品等の木工細工を行っている。アクラスに関連する就労機会が提供されているこ

とによって、一定の収入を得て経済的な不安を解消し、やりがいを見出しつつ暮らすことができている。 

「本人にとってのふつうの生活」、「あるがまま、我がままな暮らし」を標榜しているからといって、自立度の

高い入居者が多いわけではない。ホーム内で看取りまでの介護を担っているため、平均要介護度も高く、

医療を要する入居者も多い。 

このような入居者向けのケアの品質を支えているのは、毎朝 9:00～10:30の間に 30分程度で行われる

申し送りミーティングである。吉松社長も隔日で（月・水・金はアクラス五条と在宅部門、火・木・土はアクラ

スタウン）申し送りミーティングに参加し、利用者１人ずつの状態をレビューしていく。 

申し送りミーティングで報告・共有するのは、以下のような項目である。 

・排便/便秘の状況 

・水分の In/Outのバランス、血尿の有無 

・体温 

・体重の増減 

・持病の症状や痛み・かゆみ・浮腫・褥そう・皮下出血等で注意が必要な事項 

・服薬・塗布等している薬の状況とそれに対する反応（効果、副作用等） 

・直近の医師とのやりとり 

・利用者の発言・気分・行動等 

・家族等の来訪予定・外出等の予定・意向 

・体験入居屋見学野予定               など 

看護師の資格を持つ吉松社長がミーティングに参加する際には、これらの申し送り・報告を聞きながら、

以下のような観点からコメント・指示を行っていく。特に、家族への連絡や医師への相談・依頼等で、すぐ

に対応が必要な事項は、その旨を明確に指示している。毎日レビューし、細やかに確認や変更をすること

によって、重篤な症状になることを防ぐとともに、必要な医療・ケアが欠けたり、逆に過剰になったりしない

ようにチェックができている。 

○薬と症状との関連性や効果の有無の判断、薬の減量・変更の必要性 

○家族等に連絡が必要な事項 （ex.皮下出血を発見したらすぐに家族に一報入れる、等） 

○医師に相談・依頼が必要な事項 （ex.薬の効き過ぎ・効いていない・副作用等の場合は医師に減量

や変更について相談、胃ろう・腸ろう等に不具合があれば報告 等） 

○上記のような考え方やアクションに関する意味づけ・意義づけ （ex.かゆみは生死に関係しないかも

しれないが、本人にとっては重大な問題だから、早く解決して落ち着いて過ごせるようにすべき 等） 

○家族や医師等への伝え方・演出への助言 （ex.利用者がいかに苦しんでいるのか、困っているのか

という観点から訴えると深刻さが伝わりやすい 等） 

○利用者の尊厳を守る、利用者を安心させるための伝え方・演出等の助言 （ex.血尿がこんなに薄く

なったね！と大げさに喜んで見せて安心させる、子どもがお見舞いに来るとわかれば、食事をご馳走

できるようにセッティングする 等） 
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入居者にとっては、自由度が高い反面、リスクが伴うこともある。“アクラス”シリーズでは、コレクティブハ

ウスの考え方に基づき、①自己管理、②責任を担う、③権利の前に義務を果たす、という３つのルールの

もとに運営されており、入居前から説明をして納得の上、入居する形をとっている。ホーム内も外出も自由

にできるが、その際につまずいて転んでも自分の責任ということを理解してもらうことが重要である。必要な

介助はもちろん提供しており、ひとりで外出できない入居者にスタッフが付き添って外出することも、予め

プランに組み込んだ上で実施されている。 

３）取り組みの成果等 

“アクラス”シリーズの共用設備や機能を地域に対してオープンにしていることにより、高齢者向けの

ホームであることを知らない住民でも、アクラスのカフェやクラブハウス、お惣菜等は利用していることが多

く、ごく自然に地域に溶け込んで存在している。そして、カフェ等を利用するうちに、高齢者向けのホーム

であることやホームの取り組みを知るようになると、認知症の人が外出した際に「あそこにいたよ」と知らせ

てもらえたり、ホームや併設施設で利用できそうな備品等を提供してもらえたり、多様な関わりが生まれて

いく。特に、子どもたちと高齢者との接点が増えると、高齢者に笑顔が生まれやすい。 

また、生活上の動作を一定程度自分で行える人の場合は、特定施設に入居しなくても、近隣の賃貸住

宅から“アクラス”へ訪問して、食事を食べたり、吸引器を借りたりしながら生活することができ、利用者に

とって安く必要なサービスだけを得ることができるようになっている。これは、介護保険等の社会的コストの

観点からみても安価な方法となっている。 
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５．“銀木犀”における入居者主体の暮らし方 と 地域のたまり場化に向けた取り組み 

◆事業者の基本情報 （2017 年 3 月末時点） 

事業者名 株式会社シルバーウッド 

設立 2000年 12月 11 日 

代表者 代表取締役 下河原 忠道 

所在地 東京都港区南青山 3-2-2 MR ビル 7 階 

資本金 4000万円 

売上高・営業利益 － 

従業員  － 

事業内容 ・薄板軽量形鋼造の構造設計、構造パネルの製作、販売、施工、施工管理 

・高齢者住宅・施設の運営 

・高齢者住宅・施設等の企画・開発・設計施工 

・VR コンテンツの企画開発 

展開エリア 東京都、千葉県、神奈川県 

 

サービス形態 施設名 定員数 

サービス付き高齢者向け住宅 

銀木犀 鎌ヶ谷 53 

銀木犀 市川 44 

銀木犀 薬円台 57 

銀木犀 西新井大師 54 

銀木犀 東砂 30 

銀木犀 浦安 44 

グループホーム 銀木犀 川崎 18 

 銀木犀 錦糸町 27 

合   計 ８施設 327 

 

【銀木犀シリーズの概要】 

シルバーウッド社が特許を持つ「薄板軽量形鋼造」工法を用いて建設された高齢者向け住宅。木目を

強調して、開放的な明るい造りとなっているのが特徴。 

ホームの出入口は常にオープンになっており、出入口付近に設置された駄菓子屋コーナーには放課

後、近所の子どもたちが集まる。食堂も誰でも利用できるため、自然な形で近隣住民と入居者とが空間を

共有して暮らしている。 

入居者の暮らしも、地域に溶け込んでおり、駄菓子屋の店長・店員役を担うほか、近隣の公園の清掃を

毎日することを仕事として請け負う等、ホームや地域の暮らしの中で役割を持って生活している。子どもと

一緒に楽しむドラムサークルや銀木犀祭り等、多様な地域住民が参加し、笑顔があふれる機会も多い。 

※Asia Pacific Eldercare Innovation Awards 2015（シンガポールで開催）において優勝 

出所）シルバーウッド、銀木犀 ホームページ等より作成 
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１）取り組みのねらい 

（株）シルバーウッドのサービス付き高齢者向け住宅“銀木犀”シリーズでは、入居者が、認知症であっ

ても、地域で暮らす普通の住民と同じように、地域に溶け込んで暮らせるようにすること、ホームを、子ども

たちをはじめとする地域住民誰もが気軽に集まる場とすることをめざした取り組みが展開されている。 

地域の子どもたちや母親たちをホームに呼び込む仕掛け（駄菓子屋、カフェ等）を導入することにより、

地域住民がホームのことを知り、日常的に訪ねられる関係性をつくっている。 

また、入居者自身が地域住民として暮らすことができるよう、居場所や役割をつくる工夫が多様になさ

れている。 

２）取り組み内容 

（株）シルバーウッドの“銀木犀”シリーズは、介護保険の「特定施設入居者生活介護」の指定を受けな

いサービス付き高齢者向け住宅として運営されている。「施設」ではなく「住宅」、「住まい」らしくするため、

木目を多用した明るい建物・空間としているほか、地域住民誰もが利用できる多くの機能を整備している。 

まず、近隣地域の住民がホームに入りやすくするため、近隣の子どもたちが集まるような仕掛けを設け

るという観点で、ホームの入り口付近に地域でいちばんの品揃えの駄菓子屋コーナーが設けられている。

駄菓子屋の店長・店員役は、自然発生的に入居者が担うルールが定着している。入居者にとって、駄菓

子を販売するという役割が生じるとともに、子どもたちと触れ合う機会ともなり、関わりの中でごく自然に会

話や笑顔が生まれていく。結果として、駄菓子屋の売上が月 40万円にものぼるホームもある。 

図表 ホーム入り口付近に設けられた駄菓子屋コーナーの様子 

 
出所）（株）シルバーウッド、銀木犀 ホームページ、ヒアリング会プレゼン資料等より 

 

間取りや構造はホームによっても異なるが、駄菓子屋コーナーに近いところに複数人が集まって話しが

できるコーナーが設けられていたり、カフェや食堂につながっていたり、長居がしやすい造りとなっている。 

銀木犀食堂（レストラン）は、入居者に限らず、近隣地域に住む誰もが安価にランチ等を食べられるよう

になっている。子どもたちから話を聞き、母親たちが「偵察」のためにランチに訪れることもある。高齢者住

宅であることを意識しないで、カフェ、レストランとして利用する人も含め、気軽に、日常的に利用されるよ

うな工夫がなされている。空間的にも、（株）シルバーウッドが開発したスチールパネル工法（薄板軽量形

鋼造）を用いた柱のない広い空間が、開放感や明るい印象を与えている。 

地域に根付いてきたホームでは、この銀木犀食堂等の広い空間を利用して、近隣に住む大学生による

「寺子屋」や、産後ママ向けダンススクール、地域住民が参加できるサロン「大人の隠れ家」（健康等のセミ

ナー）などが開催され、活動の幅が広がりつつある。 

 

 

駄菓子屋の売り上げ「月40万円」
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図表 銀木犀食堂等の空間を活用した地域住民向け活動例（寺子屋、大人の隠れ家） 

 
出所）（株）シルバーウッド、銀木犀 ホームページ、ヒアリング会プレゼン資料等より 

 

入居者の多くは、介護や支援を要する状態で、認知症を有している人も少なくない。そのため、“銀木

犀”では、認知症ケアに関して特に力を入れて、さまざまな工夫や仕掛けが施されている。 

その筆頭が、ホームの玄関にはカギがかけられておらず、日中はほぼずっと開かれている状態になっ

ていることである。“銀木犀”での暮らしは、病院や施設のように決められた時間、ルールの下で過ごすの

ではなく、自宅と同じように、入居者自身のペースや好みで行動できるようになっている。そうした考え方

に基づき、玄関にカギはかけず、誰でも自由に出入りできる状態となっている。認知症の人は、自分に

とって居心地の悪い場所に閉じ込められていると感じると、それを回避するために「徘徊」したり「帰宅願望」

が表れたりするが、いつでも自由に出入りできるように玄関が開かれていれば、返って安心し、居心地の

よい空間から外に出て行くという行動は生じないという。 

入居時に、家族等から認知症による徘徊を危惧する相談・問合せ等もあるが、それを防ぐための「監視」

や外出できないようにする「抑制」は行わないこと、ひとりでも自由に外出できるようにしていることを明確に

説明する。「施設」ではなく、「賃貸住宅」であることの意味（リスク、自己責任等）をしっかりと説明し、理解

した上で入居してもらうことが、家族等とのトラブルを防ぐポイントとなっている。 

また、原則として、必要なケア（介護）や医療は、介護サービス事業所や医療機関と連携し、ケアプラン

等に沿って提供できるよう、コーディネートされるが、日常的な見守りを含む一部のケアには、サービス付

き高齢者向け住宅のスタッフが提供するものもある。例えば、（株）シルバーウッドでは、歯科衛生士を雇

用しており、各ホームを回って全ての入居者に口腔ケアを提供している。口の中の衛生と健康を回復する

/保つことによって、認知症の周辺症状（ＢＰＳＤ）等の予防にもつながるためである。 

また、認知症ケアに関しては、医師と連携・相談しながら、「減薬」についても取り組んでいる。必要性の

低い薬を減らしたり辞めたりすることによって認知症の症状が安定するケースも多いという。 

しかし、ホーム内の日常生活の動作は、できる限り入居者自身で行う形となっている。食事の配膳、下

膳も、トレイを持ち上げられなくても、テーブルの上を滑らせながら自分で運ぶ。認知症があったり、歩くの

に時間がかかったりする人でも、ひとりで買い物にも出かける。スタッフは、入居者を「お客さま扱い」せず、

自分でできることを実践する機会を阻害しないよう、そっと見守っている。 

“銀木犀”における入居者主体の暮らしぶりは徹底されている。ホームの中だけでなく、地域においても、

高齢者の活躍の場が多数用意されている。 

例えば、町内会から公園の清掃を受託し、元気な入居者が毎日清掃を行っている。ホームの門松を 

自分たちで作って上手くできたという経験から、入居者が発案して、近隣の特別養護老人ホームに出張

門松製作サービスを提案し、その受託も実現した。このような、地域の中の「ちょっとした仕事」を見つけて

請け負い、高齢者の活躍の場と収入を得る機会としている。 

「寺子屋銀木犀」
地域で活動する大学生へ住宅を解放

地域住民も参加できるサロン「大人の隠れ家」
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入居者と地域の子ども・住民等が一緒に楽しむ機会やイベントも多数ある。リハビリテーションを兼ねて

始めたドラム（太鼓）サークルは、今では、入居者だけでなく、地域の子どもや住民等も一緒に練習する活

動へと広がっている。また、入居者とスタッフとが共同で企画・主催して、地域住民を招く「銀木犀祭り」も

毎年開催されている。イベント内容の企画を考えることのほか、食事をつくって提供したり、会場を設営し

たりという準備作業に役割が生まれ、入居者が楽しみながらそれらの役割を担っている。 

図表 ホーム入り口付近に設けられた駄菓子屋コーナーの様子 

 
出所）（株）シルバーウッド、銀木犀 ホームページ、ヒアリング会プレゼン資料等より 

 

このような広がりを持つ取り組みが行われているが、“銀木犀”はサービス付き高齢者向け住宅のため、

各ホームのスタッフは決して多くない。そのため、すべてをホームのスタッフが行うのではなく、地域の

NPOや事業者を巻き込み、協力を得ながら行う形となっている。 

（株）シルバーウッド全体では、本部職員を最小限（４名のみ）に限定し、各ホームで意思決定・実行が

できる体制・仕組みをとっている。ホームが立地する地域の状況によって、地域がホームに期待する役割

や機能も異なっており、地域に合わせた判断や対応をしていくことが重要なためである。 

一方で、スタッフ教育にも工夫を凝らしている。ＶＲ（バーチャルリアリティ）を利用して認知症を一人称

体験できるプログラムを開発し、研修等に役立てている。この認知症 VR 体験の試みも徐々に広がりつつ

あり、スタッフに限らず、入居者のご家族や地域住民、介護・福祉等を学ぶ学生、地方自治体等で福祉行

政を担っている職員など、幅広い人に体験してもらい、認知症に対する理解を深める活動に発展している。 

３）取り組みの成果等 

“銀木犀”では、入居者にとって居心地のよい「住まい」「居場所」としていくためのさまざまな工夫と、入

居者自身が主役となって活躍できる機会・場づくりを行うことによって、認知症の人でも、自分の「住まい」

「居場所」と認識できるようになり、「徘徊」「帰宅願望」と呼ばれる周辺症状（BPSD）を予防し、安定した状

態、安定した暮らしが維持できている。さらには、“銀木犀”での暮らしの中で役割を見つけ、それを生きが

いとすることができるようになり、笑顔が増えたり、行動が広がったりして、それが自立度の維持や改善に

結びついている。 

  

ドラムサークル
コミュニケーションプログラム

入居者が主体的に運営を行う地域交流イベント
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Ⅹ．まとめ 

１．施設像の変化 

○今年度の調査においては、法人種別では「株式会社」、法人規模（運営している施設数）では介護付

有料老人ホームで「50 箇所以上」の法人が運営する施設の回答割合が高い（38％，参考 H28 時点

36％）結果となった〔P11-12〕。 このことは、回答バイアスとして、集計結果等に影響を与え得るため、

データを見る際に意識しておく必要がある。 

○事業所開設年月でみると、2012 年以降運営開始された事業所の回答割合が高く、特に、サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設）では８割超を占めている〔P13〕。 

○入居時要件（状態像）では、「自立・要支援・要介護（要件なし）」が最も多く、介護付有料老人ホームの

50％（H28 48％）、住宅型有料老人ホームの 36％（H28 37％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）の 70％（H28 67％）を占めるが、住宅型有料老人ホームでは「要介護のみ」も 30％（H28 27％）と

高くなっている〔P14〕。 

○建物の新築／改修の別では、介護付有料老人ホームの 82％（H28 75％）、住宅型有料老人ホームの

69％（H28 65％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 91％（H28 88％）が新築であった

〔P16〕。 

○施設の規模（総居室数、定員数）は、平均でみると、介護付有料老人ホームで 57 室・60.7 人（H28 58.8

室・62.8人）、住宅型有料老人ホーム 27.4室・29.2人（H28 27.7室・29.8人）、サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）33.3 室・35.5 人（H28 33.5 室・35.5 人）である〔P17，29〕。その居室稼働率はそれぞ

れ 91％、91％、89％（H28 89％、91％、87％）、入居率は 89％、90％、87％（H28 87％、88％、85％）で

ある〔P18，30〕。 

 直近３ヵ年の調査すべてに回答した施設をマッチング集計結果をみると、介護付有料老人ホームで

は居室稼働率や入居率が低い施設がやや増えているのに対し、住宅型有料老人ホーム、サービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）では居室稼働率や入居率が高い施設が増えている〔P18，30〕。 

○建物の出入口のカギに関し、原則自由にしている割合は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

63％（H28 63％）に対し、住宅型有料老人ホーム 41％（H28 44％）、介護付有料老人ホーム 31％（H28 

31％）に留まり、サービス付き高齢者向け住宅における自由度の高さが際立つ結果となった〔P19〕。 

○最多居室の面積は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）が最も広く平均 21.9 ㎡（H28 22.1

㎡）、介護付有料老人ホームでは平均 19.2㎡（H28 19.6㎡）、住宅型有料老人ホームは平均 15.6㎡

（H28 15.7㎡）であった〔P24〕。 

○利用料金の総額費用（前払金等加味した月額換算金額）は、介護付有料老人ホームが最も高く平均

24.4万円（H28 23.8万円）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 13.9万円（H28 13.3

万円）、住宅型有料老人ホームは平均 11.5万円（H28 11.2万円）であった〔P25〕。支払方式は施設類型

によらず、約８割の施設で「全額月払い」方式が選択できるようになっている〔P23〕。 

○併設・隣接施設では、「通所介護、通所リハ」や「訪問介護」が多く、住宅型有料老人ホームやサービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）の約半数に併設・隣接されている〔P20〕。「居宅介護支援」も、住宅

型有料老人ホームの 32％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の 43％に併設・隣接されている

〔P20〕。これらの９割近くは「関連法人」で運営されているものであるが、入居者以外にもサービス提供し

ている割合が「通所介護、通所リハ」、「居宅介護支援」で７割超、「訪問介護」では４～６割を占めてい

る〔P21-22〕。 
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２．入居者像の変化 と 入居・退去の状況 

○入居者の平均年齢は、介護付有料老人ホームで 87.1 歳、住宅型有料老人ホームで 84.0 歳、サービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 84.1歳であった〔P31〕。 

○要介護度では、「要介護３」以上の重度者の割合は住宅型有料老人ホームで 49％（H28 47％）、介護付

有料老人ホームで 41％（H28 40％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 30％（H28 30％）を

占めている〔P32〕。自立を加味（自立＝0 として計算）した平均要介護度は、介護付有料老人ホームで 2.4

（H28 2.5）、住宅型有料老人ホームで 2.7（H28 2.6）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 2.0

（H28 2.0）と横ばいで〔P32〕、マッチング集計結果をみてもこの３ヵ年でほとんど変化は見られない〔P33〕。 

○認知症の程度がⅡ以上の割合をみると、介護付有料老人ホーム 57％（H28 53％）、住宅型有料老人

ホームでは 57％（H28 54％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では 38％（H28 34％）と、

若干高まっている〔P34〕。 

○医療処置を要する入居者の重複を除いた実人数は、介護付有料老人ホームで平均 5.7人・入居者の 9％

（H28 平均 5.4 人・同 8％）、住宅型有料老人ホームで平均 5.0 人・同 10％（H28 平均 2.1 人・同 9％）、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 3.9 人・同 6％（H28 平均 1.8 人・同 8％）であった

〔P35〕。処置の内容では、「胃ろう・腸ろうの管理」、「酸素療法」、「カテーテルの管理」が多い〔P35〕。 

○今年度新たに、下剤および眠剤を日常的に服用している入居者数を把握したところ、介護付有料老人

ホームでは下剤を服用している割合が 53％、眠剤を服用している割合が 27％であったのに対し、住宅

型有料老人ホームではそれぞれ 44％、29％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では 33％、

23％であることが明らかになった〔P36〕。これらの薬は要介護度・認知症の程度ともに、軽度者を中心と

している施設では利用が少ないが、中程度以上となると利用が増える傾向も明らかとなった〔P37-38〕。 

○入居者に占める生活保護受給者の割合は、介護付有料老人ホーム 17％（H28 3％）、住宅型有料老

人ホーム 13％（H28 18％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）27％（H28 10％）であった

〔P39〕。マッチング集計でみる介護付有料老人ホームでは「エラー・無回答」が減り、「0％」の割合が

高まったのに対し、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、特徴

的な変化は見られない〔P40〕。 

○半年間の新規入居者の割合は、介護付有料老人ホーム 14％（H28 13％）、住宅型有料老人ホーム

16％（H28 14％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）16％（H28 14％）、退去者の割合は、

介護付有料老人ホーム 13％（H28 12％）、住宅型有料老人ホーム 14％（H28 13％）、サービス付き高齢

者向け住宅（非特定施設）13％（H28 11％）である〔P41-42〕。 

○入居前の居所は、「自宅」または「病院・診療所」からの入居が多く、「自宅」からの入居は、サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設）で 48％（H28 51％）、介護付有料老人ホームで 37％（H28 42％）、住宅

型有料老人ホームで 33％（H28 35％）となっており、「病院・診療所」からの入居は、住宅型有料老人

ホームで 49％（H28 46％）、介護付有料老人ホームで 42％（H28 40％）、サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）で 34％（H28 33％）となっている〔P43〕。 

○退去先については、「死亡による契約終了」が最も多く、介護付有料老人ホームでは 52％（H28 54％）、

住宅型有料老人ホームで 39％（H28 36％）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 31％（H28 

31％）となっている〔P43〕。 

○「死亡による契約終了」と「病院・診療所」や「介護療養型医療施設」への退去の合計人数を分母とし、

「居室」または「一時介護室・健康管理室」で「看取り」を実施した人数を分子とした看取り率は、介護付有

料老人ホーム 30％（H28 30％）、住宅型有料老人ホームで 24％（H28 27％）、サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）で 18％（H28 17％）となった〔P54〕。 
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３．入居者の生活の質を高めるための取り組み 

○自立支援／入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの状況では、いずれの施設類型でも「施設

内でのイベントの開催」と、「基礎的管理系」の取り組み（「水分管理」「栄養管理」「口腔ケア」）の実施

割合が高い結果となった〔下図，P82-83〕。 

 「予防トレーニング系」の取り組み（「筋力トレ」「歩行訓練」「認知症予防」）や「ケアからの自立系」の

取り組み（「減薬」「排泄自立」「経口摂取」）に取り組んでいる割合は介護付有料老人ホームが最も

高く、次いで、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）の順となった。 

 「施設内でのイベントの開催」は、介護付有料老人ホームでは９割、住宅型有料老人ホームやサー

ビス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では８割が取り組んでいるが、入居者自身が主体的に関わる

「主体的機会づくり系」（「入居者企画イベント」「入居者企画サークル」「家事主体的に行う」）のような

形で取り組まれている割合は必ずしも高くない。 

○「予防トレーニング系」の取り組みでは、日中の職員数が多いほど力を入れている取り組みがある割合も

高いが、それ以外では必ずしも職員数が多いからといって力を入れている取り組みがある割合が高い

とは言えない状況であった〔P85〕が、いずれの系統の取り組み、いずれの施設類型でも、外部事業者

と連携している場合に力を入れている取り組みがある割合が高い〔P85〕。 

 「予防トレーニング系」の「筋力の維持・向上のためのトレーニング」、「歩行訓練」、「認知症予防の

ためのプログラム」は、介護付有料老人ホームの７割、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅（非特定施設）の過半数が「基本サービス費に含む」形態となっている〔P90〕が、「認知症

予防のためのプログラム」は「別途実費等を徴収」している場合の方が「特に力を入れて取り組んで

いる」割合が高い〔P91〕。 

 また、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「筋力の維持・向上のためのトレーニング」、

「歩行訓練」も、別途実費等を徴収」している場合の方が「特に力を入れて医取り組んでいる」割合

が高い〔P91〕。 

図表 自立支援／入居者主体等の生活・ケアのための取り組みの実施状況 
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○入居者の買い物等の状況では、いずれの施設類型でも「希望に応じて、施設の職員が買い物等を代行

する」を採用している割合が高く、次いで「入居者が個別に買い物等に出かける（職員の同行を含む）」

が多く、「希望者を募って、入居者を集めて買い物等に出かける」や「地域の商店等による出張販売会、

青空市等を開催」の実施は少ない〔P92〕。しかし、「入居者を集めて買い物等に出かける」を実施している

施設では月１回程度、「出張販売会、青空市等」を実施している施設では月２回程度と、それなりの頻度で

実施されていることが確認された〔P93〕。 

○地域との関わりでは、地域ケア会議や多職種連携会議等へ「参加したことがある」のは、施設類型に

よらず５割程度で、「どのようなものかも知らない」も１割程度見られた〔P96〕。また、町内会・自治会等へ

の参加状況に関しては、「加入していない・加入している入居者はいない」の割合は、介護付有料老人

ホームで 29％、住宅型有料老人ホームで 43％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 40％

であった〔P97〕。平成 22 年に特定施設を対象に実施した同じ設問では、42％が「加入していない・加入

している入居者はいない」であったことを踏まえると、介護付有料老人ホームでは町内会等への加入が

進んでいることがうかがわれる〔P97〕。 

○自治体と連携して行っている防災のための取り組みについては、「災害に備えた食糧等の備蓄」や

「災害時の一時避難場所・退避場所の提供」などが相対的に多いが、最も多い「災害に備えた食糧等

の備蓄」でも取り組みを実践している施設は３割程度に留まっている〔P98〕。 

○施設の建物・設備等の地域への開放状況では、「入居者に加え地域住民も利用」している割合が最も

高いのは、「庭・駐車場等屋外のフリースペース」で約 15％程度、次いで「多目的ホール・集会室・ギャ

ラリー等」が１割程度、「会議室等」が 5％程度と、全般に低調である〔P99〕。 

○施設の機能を活かした入居者以外の地域住民等へのサービス提供で、現在実施されている割合の高い

上位３項目は、「体験入居」、「食事の提供（給食型）」、「見守り・安否確認サービス」で、施設類型によらず

共通している。今後、地域住民に対して提供予定がある上位３項目は、「地域の行事・イベント等の企画・

運営への参加」、「体験入居」の２つが共通で、これに加えて、介護付有料老人ホームでは「ボランティア

活動・地域活動等の紹介・あっせん」（第３位）、住宅型有料老人ホームでは「空室（空床）利用型の宿泊

サービス（保険外・自費負担サービス）」（第３位）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「各種

セミナー・講演会、専門家等による相談会」（第２位）となっている〔P100-102〕。 
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